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・はじめに 

2020 年、コロナ禍において､これまで各地域を支えてきた伝統行事・季節のイベントが相次い

で中止し、街に多くの人が集まるにぎわいづくりは、もう不可能かもしれないと言われるまで

となりました。 こういった中で騒がれるのが、地域のまちづくり会社や関係団体（以下、ま

ちづくり会社等）の存亡の危機です。これまで集客事業により収益面・人材育成面を向上させ

てきたまちづくり会社等において、持続的な経営の困難の危機にさらされています。 

 一方、同じコロナ禍の条件で地域事業を実現できている事例がエリア毎に存在し始めていま

す。地域が求める価値の変容をきたしています。どのような定義づけで、どのような条件のも

とでその実施を行ったのかを研究し、多くのまちづくり会社等において共有できるモデルとし

て将来を見据えた「必要条件＆基準」を策定します。 

事業実施に至るまでの合意プロセス、その担い手の役割検証を行っていく事で、体系化し、

事業自体の運営ノウハウのみではなく、コロナがもたらした価値観の変容を整理し、まちづく

り会社等の事業・運営面の再構築も検討し、これまでにないエリアマネジメントの手法につい

ても「必要条件＆基準」基準を提示できたらと思います。 

 エリアマネジメントとは、国土交通省「エリアマネジメント推進マニュアル」において、地域に

おける良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民･事業主･地権者等による主体的

な取組と定義しています。「良好な環境や地域の価値維持･向上」には.快適で魅力的な環境の創

出や美しい街並みの形成による資産価値の保全・増進等に加えて、地域のブランド力形成や安全

・安心な 地域づくり、良好なコミュニティ形成、地域の伝統・文化の継承等、ソフトな領域のも

のも含みます。 

従来、まちづくりは国や自治体が旗振り役となって進めてきました。しかし、近年は地権者や企

業、住民が主体となり、地域価値の向上をめざすエリアマネジメントという取組みが､都市部から

広がってきています。「一定のエリア内の多様な利害関係者が主体となって、にぎわいづくりや

課題解決を行う専門事業者の連携体制を組み、横断的・総合的に調整しながらエリアの運営を継

続的に行う」と定義しています。（出典:国土交通省 土地・水資源局「エリアマネジメント推進

マニュアル」（2008）から引用） 

コロナに負けない将来を見据えた新たなる持続可能なコミュニティビジネスの発展へ向けた

エリアマネジメントのあり方、そして､その支援モデルの開発を本調査研究の目的としました。 

 

令和 3 年 2 月 

エリアマネジメント研究会 

 代表 堀内 仁 
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1章 新生活様式への変革、エリアマネジメントに求められる基準づくり 

1．街事業に対する周期的リスクの分析 

(1)街を取り巻くリスクの１０年サイクル分析 

①リスクは１０年サイクルで来ると想定しておく 

令和２年は新型コロナウイルス感染症による被害及びその所要の影響に伴う諸々の影響（以

下、「コロナ禍」）に世界が覆われた一年となりました。全国の中心市街地と商店街（以下、「商

店街等」）は、その経済的打撃により、飲食店、宿泊業を中心として多様な業種の店舗の廃業を

招く契機となってしまいました。 

しかし、このような危機は決して初めての事態ではなく、周期的に繰り返されてきており、

今後もなお繰り返されうるものであることを認識する必要があります。エリアマネジメントの

担い手としては、過去の事象から学び、将来を見越した対応をしていかなければなりません。 

②過去のリスクから街への将来リスクを予見する 

街を取り巻くリスクとなる経済的危機は、概ね 10 年周期で発生しています。これまでも以

下のような危機が歴史的にも繰り返されていることに目を向ける必要があります。 

図表１－１ エリアマネジメントを取りまく近年の主要危機 

類型は異なっても、周期的に発生するリスクが結果として商店街等への影響を与え、それに

伴う対応が必要となります。いずれの類型でも、一定のキャッシュの流出が避けられません。 

企業であれば、一定の内部留保等を行うなどしてリスクに対する備えを行うことが多いです

が、エリアマネジメントを担う団体も、概ね２年程度の関係団体等からの負担金相当を賄える

程度の備えが望ましいです。しかし全国のエリアマネジメント団体を見るに、プロジェクト型

の臨時的に作られた団体がエリアマネジメントも行っている場合が多いです。このような場合

は関係者から資金の留保への理解が得られにくい場合があります。そのため、リスクの発生時

に備えて平時の時に「売れるプロダクトを保有しておき、リスクの際に現金化を可能にしてお

く」「問題事象が発動する何らかの反作用的なキャッシュインの仕組みを備えておく」「エリ

アマネジメントの担い手を支えられる応援体制を備えておく」ことが重要となります。 

 

危機 発生年月 収束 回復 影響範囲 商店街等における被害 備考 

バブル崩壊 
平成３年 

３月 
平成５年 
１０月頃 

約２年 
７月 

日本全域 
不動産業を営む店主達の 
莫大な借金による経営難 

内閣府 
景気基準日付参照 

SARS 
平成１４年 

１１月 
平成１６年 

５月 
１年 
６月 

約３２の 
国々等 

中国、台湾からの観光客の 
減少等に伴う客数減 

国立感染症研究所 
記事参照 

リーマン 
ショック 

平成２０年 
９月 

平成２２年 
９月頃 

約２年 
約１０４の 

国々等 
雇用不安に伴う景況悪化 

不採算店舗の閉店等 
日銀短観参照 

東日本 
大震災 

平成２３年 
３月 

平成２３年 
７月 

４月 
東北３県 
が中心 

津波による地形的被害と 
原発等の風評被害 

内閣府実質 GDP より 

新型コロナ 
ウイルス 

令和２年 
１月 

現在 
未定 

現在 
未定 

世界全域 
観光客減での宿泊業崩壊 

自粛等による飲食店経営困難 
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③これまでの街における危機と商店街等の対応 

・バブル崩壊 

かつての不動産の高騰によるバブルの崩壊により、店舗経営と共に不動産経営を行っていた

商店街等の店主達は多大なる影響を受けました。資金を持つ個店経営者の資金繰り悪化が加速

し、一気に負の遺産を抱えることとなりました。かつての大地主兼商店主たちが商店街におい

て経営困難に陥りました。この影響は一世代では解消困難であり、長期的な負債を抱えながら

の店舗経営を強いられることなりました。この負債から逃れるために、一等地の不動産を手放

し、店舗経営から退く人も多かったです。エリアマネジメントを行う際は、今もなお多数の店

主達がバブル崩壊に伴う巨額の負債の影響下にあることを知っておく必要があります。 

・ＳＡＲＳ 

中国南部の広東省を起源とした重症な非定型性肺炎の世界的規模の集団発生でした。（国立

感染症研究所より引用）今回の新型コロナウイルス感染症と近い形で、アジア地域を中心に猛

威をふるった。影響は約 32の国々等に及びました。観光客の大幅減というインパクトでは、Ｓ

ＡＲＳのケースから学ぶことは多いです。特に広域型商店街においては、街の想定ターゲット

が観光客層になるため、土産物店、飲食店のみならず、その流通関係にある多くの業種におい

て景況悪化を招く結果となったことは、コロナ禍にも共通することであると考えます。 

・リーマンショック 

アメリカにおける不動産バブルの崩壊に伴い、「大きすぎて潰せない」と言われていた投資

銀行である「リーマン・ブラザーズ」が倒産したことに端を発する世界的な経済危機です。特

に雇用面での打撃が大きく、関連企業の連鎖倒産の影響により雇い止め等が多く、緊急経済対

策が行われるほどの景況となりました。後背地に企業やその工場を有していた商店街等は企業

の撤退や景況悪化により客数の急激な減少が発生し、飲食店や関連供給の役割を果たしていた

物販店等を中心に打撃を受けることとなっています。 

・東日本大震災 

東北３県を中心とした地形的被害と、福島第一原子力発電所の被害に伴う影響及びその風評

被害とが発生しました。地形的な影響は全国的なものでなく、特定地域に集中しました。被害

地域には壊滅的ダメージを与え、10年が経過する今もなおその爪痕を強く残しています。 

商店街等における地形的打撃は、人が定める優先順位を問わず、そのエリアの拠点を崩壊さ

せてしまいます。東日本大震災により、今に復旧が不可能となった地域資源は数多くあること

と思います。街の魂たる地域拠点での大災害は、その街の魂を喪失したことすらも後に気づく

ことができなくなってしまうほど重要資源の喪失につながる恐れがあることと、商店街等を取

り巻く地域の人の心においても長期的な打撃を与えることも理解しておく必要があります。 
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(2)歴史的なリスクの類型化 

上記のような歴史的事業を紐解けば、街に与えるリスクは、概ね以下のとおりの分類が可能で

あると考えます。類型ごとに「予測不能性」「地域的損失」「回復期間」を図表１－２のとおり示

しています。今後想定されるリスクを多面的に想定し、今からとるべき対応を細分化しておくこ

とで、リスクを越えて持続的なエリアマネジメントが可能となると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－２ エリアマネジメントを阻むリスクの類型化 

①景況悪化型 

バブル崩壊、リーマンショックといったところがこの類型に区分されます。権利者の資産へ

の大打撃や雇用者に対する身分保障がされなくなる事象です。この景気の波は、恒久的に現れ

るものとして考えておかねばなりません。必要なことは、どれ位のスパンで発生しうるもので

あるかを想定し、その時期までに、リスク発生時に耐えられる程の資金力の確保が重要です。 

景況悪化から改善する期間は概ね２～３年です。街を支える拠点の運営者が民間事業者の場

合、２～３年の据え置きができる形で、どの程度の資金繰りをすることが可能であるかを常に

考えながら、平時はその信用力の担保に努めることで対応することが重要となります。 

②感染症型 

ＳＡＲＳ、新型コロナウイルス感染症がこの類型に区分されます。世界のいずれかの地域か

ら感染症が発生しうることは、これまでの歴史から予測しておかなければなりません。その被

害状況の大小はあるが、訪日外国人観光客のみに委ねたビジネスモデルは、観光バブルに集客

を依存しているに過ぎない状況であることから、一定のリスク管理に努めるべきです。 

平成 31 年（令和元年）は東京オリンピック・パラリンピック開催予定の一年前で、特に旅

館・ホテルバブルが続き、年間を通して多数の施設の建設ラッシュであり、宿泊単価も徐々に
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高くなる傾向にありました。しかしこれを支えていたのは、訪日外国人観光客であり、その依

存度が過剰な状況にありました。新型コロナウイルス感染症での影響は、その反動により旅館

・ホテルへの影響を多大なものにしてしまったと考えます。 

回復期間としては２年間程度かかることが多いです。この類型の被害の場合は、顧客側は経

済的被害の影響は少なく、地域や商店街等における店舗経営側のみが被害を受けていることが

多いです。この場合は、顧客側と別の方法での接点を作ることで売上自体の回復は可能です。

ただし飲食店・ホテル等、来客を主として対応するビジネスはその回復に莫大なコストと時間

を要する点は留意せねばなりません。長期的に見れば、どの店舗においても業種・業態転換、

自らのビジネスモデルの切り替えが重要となり、商店街等のエリアマネジメントを担う者はそ

の啓発を早期に進めていく必要があります。 

③自然災害型 

地震、津波、火災、豪雨といった被害は周期的に発生し、地形的な被害を与えてしまいます。 

回復期間は経済の回復については４～６か月程度と短いですが、地形的影響を強く受ける場

合は、10年以上かかる可能性もあります。また、予測は困難であったとしても、二次的拠点の

設定によりこのリスクは回避できる可能性があります。例えば、東京と地方という２拠点を同

時に持つことで、片方の被害をもう片方のエリアで補うことができます。この拠点は、協定先

を見つけ、自らの地域と相手の地域とが相互共助するという取組としても重要です。 

(3)リスクへのエリアマネジメントの対応力 

エリアマネジメントを担う者は、上記３類型のリスクを理解しておく必要があります。そのう

えで、今の体制で地域を守れるのか再考する必要があります。全国の名だたる商店街等が今もな

お健在な理由は、これらのリスクへの防御が商店街等を中心に長期的に行われてきたからにほか

ならないです。もし現状の体制で上記のリスクへの対応が不十分であるとすれば、以下の諸対応

及び具体的取組を学び、自らのエリアマネジメントの装備として落とし込むべきです。 

近年からエリアマネジメントを始め、商店街等を長期的に支えていく気概を持ちながらも、そ

の手法が見えない場合には、以下の記述が重要な助言となると考えます。 
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2．周期的リスクにおける諸対応方針 

(1)短期的対応～エリア内取組基準の策定と提示 

商店街等における事業運営を継続するか否かについては、事務局的機能が内包されている所と

そうでない所とで大きな差が発生しました。従来の商店街運営は、店主兼商店街役員が中心に共

助体制で乗り越えてきました。しかしコロナ禍で特徴的だったことは、その店主兼商店街役員自

身も多大なる影響を受け、近隣店や商店街等の前に自店の対応に注力せざるを得ないほどに甚大

な影響があったことです。このような観点を踏まえ、エリアマネジメントの担い手の一員に、店

主とは別の立場のタウンマネージャー等を配置することが重要となります。 

そのような点を踏まえ、エリアマネジメントの担い手が早期に行うべきことは次の３点です。 

①商店街運営継続基準の策定 

コロナ禍で露呈したのは、事業継続の判断者や実施事業の優先順位が策定されていなかった

商店街等が多かったことです。商店街等の代表者が自ら判断を行うのに十分な判断能力を有し

ていなかったり、有していたとしても対応スピードが飲食店等の被害状況に追いつかない状況

にあったりという商店街等は多かったと考えます。 

そのため重要なのが、商店街型の運営継続基準の策定です。日頃の取組を優先順位毎に区分

し、非常事態でも継続が必要な業務と休止業務との区分をあらかじめ明確にしておきます。当

該取組は役割分担がとても重要となります。誰がどのような役割を担い、行動するかを予め設

定しておくことで、不確実な事態にもスピーディーに対応することが可能となります。 

②商店街等リスク対策ガイドライン 

お客様にとって商店街等の感染拡大防止対策はどのように映っているのだろうか。有事の際

に考えなければならないのが、このような商店街としての取組スタンスの自律的な発信です。 

今回、富士山観光交流ビューローにおいては、加盟店向けのステッカーを独自に発行し、実

質的な安全面の掲示を目指しました。政府が行う感染拡大防止ステッカーは、一部掲示が目的

となっている傾向があるのに対し、このような民間事業者が独自にステッカー掲示できるよう、

その取組ガイドラインを自主的に作り公開していくことは、誰からも強制されない商店街等自

らによる取組であることから、街への信頼性が高まり、その自主性からも、買い物客に安心と

信頼を与えることが可能となります。 

③商店街等取組エッセンス 

上記の商店街運営基準、対策ガイドラインから導きかれた具体的な取組は、以下のようなも

のがある。事例を挙げた後で、それらのエッセンスを総括して述べます。 

・世田谷区商店街特別融資あっせん（新型コロナウイルス対策） 

世田谷区では、新型コロナウイルス感染症の影響により、収入等が減少している区内の商店

街等を対象に、新たな資金融資制度を実施しました。個店に対する資金融資制度は数多くあり
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ますが、商店街に対する直接的な融資支援はあまり例が多くないです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－３ 世田谷区商店街特別融資あっせん要項 

商店街において、支援する前年度の年間会費収入の２分の１又は５００万円のいずれか少

ない額を補助するとしています。「未組織の商店街」も対象としており、任意団体も対象と

していることも珍しい。その融資対象商店街の定義は以下のとおりとしています。 

 

 

 

 

 

 

図表１－４ 世田谷区商店街特別融資あっせん HP掲載項目 

 今後、上記「①景況悪化型」のリスクが発生した際は、本件の融資あっせん事例を参考と

して、県や市が独自の商店街等に向けた融資制度ができるよう、本事例を手元にとどめ関係

支援者と意思疎通を重ねることが、エリアマネジメントを担う者の重要な役割となります。 
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・白金商店街テラス（飲食店利活用事業） 

東京都港区白金において、国土交通省の道路占用許可基準の緩和により、商店街の前におけ

る路上において、テラス席を設けた取組が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－５ 白金青空フードコート事業 

当商店街では、例年５月に母の日イベントとして「青空白金グルメまつり」を実施していま

したが、令和２年の５月の緊急事態宣言下において、コロナ禍で街区に人を一同に密集させる

イベントを実施することは不可能でした。 

しかし、飲食店を中心とした店舗の経済的打撃は大きく、いかに早期に顧客と飲食店との接

点を見出すかが課題と飲食店グループの店主達は考えていました。そこで、加盟店のうち、料

飲店等期限付酒類小売業免許を有する店舗と連携し、商店会事業としてフードコート事業を実

施しました。 

当該取組は警視庁、みなと保健所、港区街づくり支援部土木管理課、産業・地域振興支援部

産業振興課等の関係者を巻き込んで実施された。商店街として考え方の軸を持ち関係者と交渉

を行ったことで実現されました。上記「②感染症型」への対応として今後も活かせる事例であ

ろうと考えます。 

・商店街 BCP策定 

室蘭市商店街振興組合連合会は令和２年度からＢＣＰ策定に着手し、地域防災力を強化する

取組を開始しました。当該事業の経緯は、胆振東部地震での街全体の停電である。商店街加盟
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店の経済活動が全て停止したことへの反省で、市全体でＢＣＰ策定の気運が高まっていました。 

その取組の先行事例は、中島商店会地区において進められました。当該取組ではまず自然災

害等緊急事態への事前の備えとして「事業継続計画（BCP）」の理解浸透が進められました。 

全国的には、愛知県において、平成 20年に商店街の防災マップ等を取りまとめた「BCP 掲

示板」が商店街 BCPの先例ですが、当該事例も、阪神・淡路大震災がその設立経緯となってい

る。上記に述べてきた、「③自然災害型」の取組に対応した事例と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－６ 中島商店街 BCP事業の取組 

(2)中期的対応～エリア版事業継続計画の策定と推進方針 

①地方財政の動向 

コロナ禍により、東京都の財政調整基金の原資が約 95％取り崩されたことなどが話題になっ

たが、今後は全国における地方自治体において、住民税、事業税を中心とした税収確保が困難

となり、施策を支える財源確保が困難となる可能性があります。 

これについて地方交付税を中心とした財政運営の観点から総務省は以下のとおり述べます。 

 

 

 

 

 

図表１－７ 総務省「令和３年度地方財政の課題等について」から引用 

地方都市においては、地方交付税による財政補填が行政の主要な財源です。財政の年度間調

整機能を持つ地方債の増額確保や対象の拡充により、これまで計画された事業は財源確保の見

通しが保たれる可能性が高いです。また今後の状況によっては新たな基金の創設等を通じて、

政策的な財源確保は新たになされ、さらなる年度間調整機能の拡充が果たされると考えます。 

しかし、これまで計画をされてこなかったエリアマネジメント事業や地域活動においては、

令和２年度以降の税収減について 

○感染症の影響により地方税収等は大幅に減少するおそれがあるなど、地方財政は例年にも増して厳しい状況。 

地方団体の資金繰りに支障が生じないよう引き続き適切に対応。 

・ 地方債の公的資金の増額確保 ・ 地方税の減収を補塡する地方債の対象の拡充の検討 等 

○ 地方交付税の法定率分などが減少する場合には、地方団体の財政運営に支障が生じないよう適切に対応。 
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新たな予算を提言するためには、その必要性と重要性を十分に示す必要性があります。 

(3)長期的対応 

①地域内保全計画の策定 

今まさに地域商店街の個店、施設の倒産が相次いでいる。このような店舗の喪失が惜しまれ

ている状況にあるが、今から立てなければならない計画があります。 

これは、地域内のみに生かされてきた文化、技術、伝統、魅力、郷土料理等（以下、固有地

域資源）の再確認である。他の地域にない固有地域資源が地方には多数眠っています。高度経

済成長期にそれらを作り出し、長年保有してきた、団塊の世代を中心とした人達が培ってきた

ものが、今失われつつあるという実態を忘れてはなりません。 

その全てを保全することは不可能かもしれません。それでもなるべく多くの魅力的な資源が

長期に渡り保全されるよう、固有地域資源を判断する着眼点は以下のとおりと考えます。 

・希少性 

自身の町村にしかない固有地域資源はその人からの支持如何にかかわらず保全されるべき

と考えます。希少性ある固有地域資源が新たなビジネスに不可欠となる可能性は高いです。 

例えば伝統工芸であれば、その作る様子の動画での保全、手順の文字起こしが重要です。ま

た、文化的行事であればその特徴的な様子の写真、動画により保全します。郷土料理であれば

その素材の解説から動画と文字情報等で保全します。 

希少性は最も重視される点です。他エリアで担い手が存在しない固有地域資源であることか

ら、今目の前で実践されなければ、今後永久に失われることを覚悟しなければなりません。 

・大衆性 

いわゆる「人気」がある固有地域資源です。人が成功し、支持される背景には、かならずそ

のルーツがあり、それが支持されてきたことによります。令和時代になり、「小説をモチーフ

にした歌」「アメリカのビジネス古典を翻訳して日本で提供する本」といったものが支持され

ていますが、これらはそのルーツ自体に大衆性があったことで評価を得ていることも多いです。

またこのルーツに沿ったものである歴史的繋がりは、世代を超えて支持をされやすいです。 

例えば地元商店街の「惣菜店のおいしかったカツ丼。」はこの惣菜店が失われれば喪失して

しまうでしょう。このような「地域の味」を保つために、「かわりに惣菜店をやる人が街にで

るまで、（廃業を）もう少し待てません？」と懇願する商店街理事長も私は見てきました。 

ではなぜこの地域の味は支持されたのでしょうか。その人気に着眼点を置き、固有地域資源

の保全を行う必要があります。この大衆性には独自の確立された収益が見込めるビジネスモデ

ルがあり、支持される側と提供する側の収益的メリットが合致する場合のほか、固有地域資源

を取り巻くストーリーと共にその大衆性が認められる場合があります。「一人でおなかを空か

していた時に“ちょっと待っていて”と言って 30分位で作ってくれた」「実は大盛りや小盛り
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も相手を見て、その成長に応じて柔軟に対応してくれていた」といったこともあります。大衆

性を見極めるには、「収益的メリットの存在」「固有地域資源自体のストーリー」が重要です。 

・象徴性 

 例えば東日本大震災の奇跡の一本松のように、東日本大震災であればその象徴として語り継

がれるものがあります。本論文における浅草地域においても、「見返り柳」という、吉原に通

った民衆がその名残惜しさの象徴を示す柳の木が今も残っています。語り継ぐ人とともに、語

り継ぐ象徴たるものがなければ固有地域資源であることすら忘れられてしまいます。東京都台

東区千束にある吉原大門の交差点は、一見すると通常の道路のように見えますが、この場に「見

返り柳」があることで、吉原大門の前の道路の S字カーブの意味（かつて遊郭に入る姿を見え

にくくするために曲がっており、今の道路もなおその名残を残す）を思い出す契機となります。 

 象徴性は、この地域固有資源が起源で様々な情報が発見される目印の効果があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－８ 保全されるべき固有地域資源のイメージ 

 この３点をすべて満たすものであれば、ビジネスモデルとしても通用しうるのですが、一つの

固有地域資源がすべての要素を兼ね備えていない可能性もあります。 

 しかしながら、どの固有地域資源も上記３点を満たす可能性はあります。当該固有地域資源の

みではその可能性が見出しにくい際には、その固有地域資源との関連した固有地域資源とを一体

とした、より広い範囲で固有地域資源を捉えることで、満たされる可能性が高いです。 

 エリアマネジメントの担い手は、まずこの固有地域資源の洗い出しと共に、その重要性を地域

の有識者、支持者の賛同を得ながら、行政にその地域における必要性を伝え、長期的な地域保全

計画を策定する必要があります。 
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②負の相関型ビジネスモデルの確立 

キャッシュレス化が進んだ時も、現金かキャッシュレスかといった議論が展開されました。

コロナ禍において、オンライン化が急激に進みました。しかし常に大事になるのは、その双方

のモデルを併用することで、互いのデメリットを相互補完することにある。 

これはエリアマネジメントにおけるビジネスモデルの企画においても常に念頭に置かねば

ならない。これを経営の三要素である「ヒト・モノ・カネ」に分けて解説します。 

・人材面 

 人同士のコミュニケーションなくしては、エリアマネジメントの合意形成は成しえません。

コロナ禍のコミュニケーションにおいては、リアルの代替をオンライン化で果たしました。し

かし重要なのはその対極となる両側を活かすことです。たとえオンラインツールを存分に使い

こなせる人であっても、手元の細かい作業や、型があるスポーツ等のフォームを伝達するなど

の際には、対面が最も効率的でしょう。コミュニケーションにおいては、オンライン・オフラ

インの相互利用がこれまで以上に必要となります。DXの進展によったとしても、全てデジタル

によるものとはなりにくいです。エリアマネジメントの合意形成をなす際は、その特徴を十分

に把握し、頻度や軽微なコミュニケーションはオンラインで行いつつ、オンラインで伝達不能

な事項はリアルで伝達する手段を持ち合わせていく必要があります。 

・物流面 

物の動きが変われば、必ずチャンスの場所も変わってきます。その変化した場所に目を向け、

早期にマネジメントをすることが重要です。天候に左右されて人の動きが変わるオフィス街の

飲食店があったとします。このような場合は弁当屋と外食店を共に経営することで、このリス

クはヘッジできます。コロナ禍では店内とテイクアウトという構図のみがクローズアップされ

ますが、小売りと企業売りという視点はあってもよいです。店舗で待つ姿勢から、キッチンカ

ーで出向く姿勢であってもよいです。物の動きがいずれに触れたとしても、対応できる地点を

意識することが必要です。これは、ECと対面販売でも同様です。実店舗という拠点が存在する

ことで ECでの信頼性も高められます。エリアマネジメントを担う者は、商流を掴み、その変化

に沿った販売手法を確立しながら事業経営や店舗支援を行うことが重要です。 

・資金面 

エリアマネジメント団体は、任意団体であることも多く、その団体の所在地やシンボルも対

外的に見えにくい可能性が多いです。しかしながら時折、その存在を外形的に示すことで徐々

に信頼が高まっていく面もあります。これは言わば「資産の装備」です。一定期のエリアマネ

ジメント事業、例えばマルシェや観光ツアー、地域文化の伝承行事等の際に、収益を生まない

モデルで運営するのではなく、協賛金を得て、当該事業のシンボルとなる有形・無形資産を築

いていくことが重要です。例えばシンボルとなる旗や Tシャツを作り、地域の記録として残し
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ておくことや、ランディングページを製作し、それをアーカイブとして Google マイビジネスと

連動させ残しておくことなどが挙げられます。 

③地域拠点の整備 

上記の地域を包括する地域拠点がなければ地域固有資源は確立されません。行政は自らその

施設をつくるのではなく、地域拠点を生もうとする事業者の支援と事業者との継続的意思確認

を行うべきであると考えます。 

しかし、かつてのような広い街区内において、市町村における市街地再開発の動向や区画整

備の観点から、その全てを残し続けることは容易ではありません。当該地域の核を認識して、

その核を継続して保有し続けることで受け継ぐ拠点が必要となってきます。 

かつての寺院が相当広い区画であったところから現在のような限定された区画になったよ

うに、地域の拠点としての役割は、時折、１店舗又は複数店舗に凝縮されて再現されうるでし

ょう。このような、地域固有資源の保全拠点の候補は、主に以下の３点があげられます。 

・旅館・ホテル（宿泊施設） 

近年、街の再開発により地場産業拠点の跡地にできたホテルを、町工場体験、伝統工芸品の

展示拠点とする旅館・ホテルができています。このような地域の伝統文化を、宿泊施設という

形で固有地域資源の保全拠点とする取組が近年増えています。 

例えば、地域再生として全国の古民家をリノベーションする施設を経営する NIPPONIA がそ

の一例として挙げられます。 

 

図表１－９ NIPPONIAのコンセプト（HPより） 

このような形で、地域固有資源の保全という機能を人が滞在する拠点と空間的に一体化する

ことで、多くの人の記憶と体験に触れながら伝達されていく可能性が生まれます。 

宿泊行為を通じて、「衣・食・住」によりその空間で経験する過程において得られる固有地

域資源の体験可能性は高いです。衣類として、地域の伝統的な紬を素材や感触で体感すること
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で、その独自性とルーツに触れられます。また、食事として郷土料理を提供されることを通じ

て、地域固有の味付け、素材、造形、食事の所作等について触れることが可能となります。さ

らに、その場に住む体験（宿泊）により、夜の星の動き、地域の動物の鳴き声や鐘の音等の、

地域風土特有の空間体験を通じて、固有地域資源が多くの人にとって伝達されることで保全の

可能性が高まります。 

・交流拠点たる飲食店 

地域拠点と独自の価値観を融合させて、固有地域資源を保全する事例もあります。東京都荒

川区の都電荒川線三ノ輪駅前に立地する「都電カフェ」は、都電の終着駅という点から、電鉄

に関する全国の看板やデザイン等を店内に掲示する飲食店を経営しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－１０ 都電カフェの店内写真（HP より） 

 当該店舗には、鉄道に関する様々な素材が並び、鉄道への想いを集約させた拠点となってい

ます。このような店舗の場合、地理的空間を越えて、鉄道にまつわる情報が集約され、場所を

変えて固有地域資源として残りうる可能性が生まれます。近年では、銚子電鉄がクラウドファ

ンディングにより制作した映画「電車を止めるな！」が上映された。銚子電鉄という他地域の

固有地域資源の危機を当店で多くの方が共有することで、「鉄道」という全国共通の素材を通

じて、その地域の鉄道に関連した固有地域資源の発信が実現されています。 

・地域交流施設 

 地域における道の駅、街の駅もその地域交流拠点となりうるのですが、商品の販売拠点とし

ては望ましいものの、多面的な固有地域資源の保全においては、地域独自のお休み処がその効

果を最大限に発揮します。 
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茨城県古河市にある「お休み処坂長」は、茨城県古河市の旧古川城遺構とその歴史や魅力を

固有地域資源とするお休み処として経営されている拠点です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１―１１ お休み処坂長の外観（HP より） 

当該施設は、当該施設は、江戸時代に両替商、酒問屋として使われていた店舗でしたが、そ

の建物自体も地域における特別な歴史的資源となっています。この拠点に、古河市としての固

有地域資源を包含させ、地域の産品の販売拠点や文書蔵を持ちながら、カフェ、シェアスペー

ス、貸室、ステージ付のミニホール等を包含しており、多くの人たちが交流する拠点の機能と

織り交ぜながら固有地域資源の魅力を発信しています。 

街の固有地域資源をかつて店舗であった一つの建物に集約していることは、体験者にとっ

て、一度に大量の固有地域資源に触れる機会となり、その付加価値の高さも想像できます。こ

のような地域拠点が今後も増えれば、地域独自の固有地域資源の保全が多くの地域において果

たされていくと考えます。 
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3．リスクを固有地域資源保全の梃子とする 

 コロナ禍というリスクを通じ、「失ってはならないもの」を今一度痛感する機会となってし

まいました。しかし、今こそリスクを見つめなおし、エリアマネジメントにおける地域固有資

源の脆さという局面を理解する機会として再認識する機会ではないかと考えます。 

これまでのリスク周期から見て、新型コロナウイルス感染症も、発生から２年するとワクチ

ン接種が進み、やがて過去のものとなっていくだろうと思います。しかしコロナ禍の景況悪化

は数年後に融資の返済ができないという、景況悪化型のリスクも今後併発するでしょう。 

エリアマネジメントの担い手は、上記の傾向と対策を踏まえつつ、今後の動向を予見しなが

ら、長期的な固有地域資源の確保と保全に努める役割が求められています。 
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企業診断協会）2020.3 
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５ 令和時代に求められるエリアマネジメントの役割（植松宏之）2020.10 

６ 新型コロナとまちづくり‐リスク管理型エリアマネジメント戦略（足立基浩）2021.2 
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２章 持続的発展をもたらす組織モデルと管理会計規準 

１．Sustainable Development Goals（続可能な開発目標）/SDGSと街づくり 

 2020年コロナ禍を体験し社会活動の価値観に変容を齎しました。エリアマネジメントのあり様

は今後どうなるのか、コロナ禍の変容を予期し考察をすすめました。 

⑴コロナ禍で起きた価値観の変容 

コロナ禍の価値観の変容をあらためて整理しました（図表 2-１）。（密）=人を集める場への集

約から人を集めない個のつながりを創るネットワーク社会が求めれると考えます。オープンネッ

トワークの試行であり互いに持つ思いを共有し、お互いの強みを持ち合う「価値連鎖の時代」を

を迎えています。共有する目的の基に,互いの強み資源をつなげ､価値の連鎖を促すことが求めれ

ていると考えます。 

 

図表 2-1：コロナ禍で起きた価値観の変容       図表 2-2：価値連鎖の時代 

⑵価値連鎖の時代 

事業者は、個のつながりを促し､情報の伝播を誘います。伝わるコミュニケーションを実践します。

生活者に歓迎される良質な正しい情報を発信しなければなりません。エリアマネジメントを推進

する事業者は、生活者に喜ばれ必要とする情報を提供することであり、住まう地域の生活環境の

発展につながるテーマを設けることが情報伝播力を高め効果的となります。エリアマネジメント

推進者にとっての情報とは、エリアを構成する事業者が提供したい商品･サービスです。 

エリアマネジメント推進者は、エリア事業者と協働して共通の地域課題を捉えたテーマを設定

することが望まれます。コミュニティビジネスという視点で事業化が望まれます。エリアマネジ

メント推進者は、地域の課題を吸い上げ、そのために行政との連携が必要であり、行政がすすめ

る政策を尊重することが重要となります。時代のニーズは、オープンネットワークであり、低成

長が余儀なくされている今、勝ち負けでなく、共に価値観を共有し新たな価値をつくり上げるこ

とが望まれます。共存共栄を叶える複数の事業者、行政、そして生活者が分かち合う共創のまち

づくりを目指します（図表 2-2参照）。エリアマネジメント推進者は、共通する価値づくりを適

える分かち合う地域協働体を組織します。地域発展に寄与する流れを生み出すことが望まれます。 
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エリアマネジメント推進者は、街づくりに寄与するコミュニティビジネスの起業を支援し、あ

るいは同じ志があるエリア事業者をまとめ上げ、リーダーシップを発揮し地域の課題に応える新

たな価値を生み出す事業体を稼働させることが望まれます。かつては、人を集めたものが勝ち、

大きな投下資本が必要でした。これからは、人をつなげるアイディア積上げる知恵が求められま

す。地域が持つソフト資源を抽出し､互いの知恵を出し合い､地域の課題解決に向けたゴールを向

けたコミュニティビジネスを生み出すの知恵の輪づくりが社会の重要課題となります。 

コミュニティビジネスとは、地域住民が中心となって、地域が抱える問題をビジネス として継

続的に取り組むことにより、地域の問題を解決し、新たな雇用を創りだして地域を活性化する事

業のことである。（経産省平成 14年度コミュニティビジネスにおける自治体等とコミュニティ活

動事業者の連携による地域経済活性化事業実態等調査研究」 報告書から引用）エリアマネジメン

トとは､「地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民･事業主･地権者

等による主体的な取組」と定義しています(3頁下段参照)）。街づくりの推進と同義と捉えます。

コミュニティビジネスとの関係性ですが、持続可能なコミュニティビジネスを可能にする経営管

理システムワークをエリアマネジメントと位置づけます。これからの社会の変化に応える社会貢

献型事業モデルの実践です。時代のニーズに応えるエリアマネジメント支援モデルを開発します。 

 

⑶エリアマネジメント実行へ向けた業務支援スキ－ム 

 エリアマネジメント実行へ向けた推進支援スキ－ムを策定しました。組織体制づくりと行動計

画の作成、２つのステップと 5つの支援プログラムを策定しました。（図表 2-3参照）。 

 

図表 2-3エリアマネジメント実行へ向けた推進支援スキ-ﾑ 
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  中小企業診断士の役割は、組織発足から計画実現に至る過程において、構想の文書化から組織

づくりに必要な規約や会計規準づくり、事業運営組織及び事業計画、資金計画づくりの策定、そ

して計画策定後の活動支援としました。 

⑷SDGsとKPI 

地域の抱える課題に応え、課題解決を導く、エリアマネジメントの活動領域と目指す目標軸を考

察しました。コロナ禍を迎え、価値観の変容をもたらし、新しい生活様式への移行が迫られてい

ます。街づくりのあり様も変革が求められます。従前の安心・安全な街づくりに加え、ウィルス

対策から環境衛生面における‟ きれい”が重要視されています。合わせて社会の要請として、低

炭素社会を目指す街づくり、循環型社会の実現、自然資源の保全、フードロス削減、遊休地の有

効利用等、環境共生型の街づくりが叫ばれています。様様な価値観の変容を包括する価値軸とし

て、続可能な開発目標(Sustainable Development Goals（SDGSと表記）が提唱する価値軸が将来

に向けた方向性を示しているし、考察しました。 SDGS とは、国際社会が 2030年を目指して解決

すべき課題を国連の場で明らかにした 17の国際社会が提唱する国の領域を超えた地球の生態系

の保全を根底にした開発目標です。SDGSの 17の目標のうち、生態系サービスに関わる 4つの目

標が､「社会と経済」の目標に係るジャンルを支えています。（国連研究プロジェクト「生態系と

生物多様性の経済学」発表資料（図表 2-4）から経済、社会及び環境という 3つの側面において

バランスがとれた統合された発展を目指しています。街づくりに係わる中心となる目標は、SDGS 

11「住み続けられる街づくり」として位置づけられています。                               

                         筆者は、SDGS 11以外に、環境面で 3領域、 

                        社会システムづくりで 5領域、経済面で 3 

                        領域、合わせて街づくりの領域として、 

                        12の目標を捉え、持続可能なコミュニティ 

                        ビジネスの活動目標軸をそれぞれの領域 

                        において、独自に設定しました。 持続可 

                        能な街づくりの開発目標軸を策定しまし 

                          た。これからの将来に向けたエリアマネジ 

                        メントの活動軸として『まちづくり SDGSと 

                       KPI』を設定しました（図表 2-5参照）。 

   
 
  図表 2-4：SDGsウェディングケーキモデル  
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ｽﾃｰｼﾞ ゴール ﾀｰｹﾞｯﾄ番号 ＫＰＩ

　気候変動に具体的な対策を

　ｴ ｺﾛｼﾞｰｺﾐｭﾆﾃｲﾋﾞｼﾞﾈｽ支援

　海 豊 さを守ろう

　海の認証ｴ ｺﾗﾍﾞﾙ普及支援

　　陸  豊 さを守ろう

　ｴﾘｱ内森林率 ◯◯％

　住み続け れるまちづくり

　遊休地 利活用促進支援

　飢餓をゼ に

　ﾌｰﾄﾞﾛｽ削減目標◯◯％

　全て 人に健康 福祉を

　地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ推進支援

　ｴﾈﾙｷﾞｰをそしてｸﾘｰﾝに

　省ｴﾈ ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ導入率◯◯%

　質 高い教育をみんなに

　ＩＴﾘﾃﾗｼｰ研修参加率◯◯％

　ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟで目標を達成しよう

　助け合い地域ﾈｯﾄﾜｰｸ推進支援

　働きがいも  成長も

　次世代 起業家支援

　産業 技術革新 基盤をつくろう

　地域ﾌﾞﾗﾝド育成支援ﾞ

　つくる責任つ う責任

　ReduceReuseRecycle 3R事業推進支援

街づくり ＳＤＧＳとＫＰＩ

⒎１ ⒎２
⒎３ ⒎a

⒋３ ⒋４
⒋５ ⒋７

 ⒗１ ⒗２
 ⒗６ ⒗７ ⒗10

⒏２ ⒏３
⒏５ ⒏９

⒐４
⒐５

⒓２ ⒓３
⒓４ ⒓５
⒓８ ⒓b

環
境

経
済

地
域

 ⒔１ ⒔２
⒔３ ⒔b

 ⒕１ ⒕２ ⒕３
 ⒕４ ⒕５ ⒕７
 ⒕b  ⒕c

⒖１ ⒖２ ⒖４
⒖５ ⒖９ ⒖c

⒒３ ⒒４
⒒５ ⒒６
⒒７ ⒒ａ

⒉３
⒉４

⒊６
⒊８
⒊９

 
図表 2-5:ＳＤＧｓとＫＰＩ 

２．エリアマネジメントを推進する代表的組織の種類と会計基準 

エリアマネジメント推進支援における最初のステップは、組織づくりです。ｅｍ事業者の思いを

カタチにし、実行する組織体制を創り上げます。「新たに組織を立ち上げる」「任意団体から法

人化へすすめたい」「既存の組織体の運営力を強化したい」3 つのケースが想定されます。支援

をすすめる際に、多種多様な組織の中から思いをカタチにする適切な事業形態を選択し、それぞ

れの特性を活かした支援をすることが求められます。 
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⑴代表的組織の種類 

事業形態から組織を持たない個人事業者と組織を持つ法人に区分されます。また、個人でも法

人でもない組織体もあります。本研究では、持続的発展をもたらす事業体として個人事業体は除

外し、エリアマネジメントを推進する法人の代表的組織の特性を考察しました（図表 2-6参照）。 

種別 根拠法 目的  格 法人格
街づくり
先行事例

1
有限責任事業組
合/LLP

有限責任事業組合
契約に関する法律

人的組織 有限責任 内部自
治 全員が業務執行義務、異業
種 携

営
利

人的
結合 ―

佐 ・IDEC申山
太陽光発電所

2
事業協同組合
 代表的組合 

中小企業等協同
組合法

組合員  営 近代化・合理
化   活動 機会を確保、
同業種  異業種 携

非
営
利

共同
事業 ◯

まちづくり
 ｰ    ﾝ ｰ
事業協同組合

3
商店街振興組合

商店街振興組合法
小売商業又はサｰビス業を営
む事業者 共同  事業体

営
利

環境
整備 ◯

自由が丘
商店街振興組合

4
協業組合 中小企業団体 

組織に関する法律
組合員 事業統合  営体
質 強化、共同利益 追求

営
利

規模
追求 ◯ 協業組合  ﾝ  

5
一般社団法人 一般社団法人及び

一般財団法人に
関する法律

社員 活動支援 
業界 改善 育成

非
営
利

共益
事業 ◯

一般社団法人天王洲・
ｷ  ﾙ   ﾞ
活 化協会

一般社団法人二子玉川
ｴﾘ  ﾈ ﾞ ﾝ 

6
NPO法人

特定非営利活動
促進法

公益・社会益 増進
法で定めた20 事業

非
営
利

社会
貢献 ◯ NPO法人初穂

7 認定NPO法人 社会貢献、公益 増進 公
益

社会
貢献 ◯

認定NPO法人

まちづくり     稲
毛

8 合同会社/LLC
会社法

自由な内部自治 有限責任
 を合せ持つ

営
利

知恵
 携 ◯

合同会社
コ ラボ

9
株式会社

所有  営 分離 
株主有限責任 原則

営
利

利益
追求 ◯ やさしいバス㈱

 

図表 2-6：エリアマネジメントを推進する代表的組織の種類 

 

法人は、私法人と公的法人があります。公的法人は公の業務を行う法人であり、支援の対象か

ら外れます。よって、私法人を本調査研究の対象としました。私法人には、営利法人としての会

社があり、公益法人としての一般社団法人、NPO法人、そして、両者の中間に位置付けられる中

間法人としての 協同組合等があります。法人は、株式会社に代表される営利の企業体と一般社団

法人、NPO法人等の非営利の公益法人に分かれます。中間法人と位置付けられる組合は、組合員

の共益性、業界の発展を追求する非営利と連携による事業の拡大を追求する営利の組合とが混在

します。株式会社が資本中心の組織であるのに対し、組合は組合員という限定された人的結合を

組織の基本とします。営利の事業体は物的結合であり、非営利組織は人的結合が原則です。例外

として、商店街振興組合が営利組織であるが人的結合体と位置付けています。 
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有限責任事業組合 LLP (Limited Liability Partnership)は、営利組織でありながら人に帰属

する知的資産の人的結合体です。組合であり法人格はないが、法人とは異なる税制面、融資、補

助金において優遇措置があります。個人の権利が優先された事業体です。近年、新たに定義され

た組織形態です。 

合同会社は、持分会社でありそれぞれが自分の出資した分だけの会社の権利を持ち、出資者全

員が出資した額を限度とした有限責任のみを負います。出資者が共同経営者となり組織運営をし

ます。株式会社のような株は発行しませんので株主総会や、取締役会等もありません。会社運営

の自由度が高い組織と云えます。 

NPO 法人と一般社団法人は、非営利であり人的つながりを基本とした組織です。NPO法人は、福

祉の増進、まちづくり推進、環境保全等、法律で 12 の活動領域が規定されています。これ以外の

収益事業も可能です。特定非営利活動推進による公益の増進を目的にしています。一般社団法人

は公益事業に限らず､非収益､収益共に様々な事業が行える自由度が高い組織です。 それぞれの組

織は、その時代の背景を反映し時代のニーズに合わせ､制定されてきました。それぞれの根拠法に、

設立から解散組織運営や資金調達など、組織運営のルールが示されています。（図表 6参照）上

記⑴で考察した代表的組織の違いを把握し特性の理解を深めるために、営利対非営利を縦軸に人

的結合対物的結合を横軸にした座標軸に各組織の特性を比較しプロットしました。（図表 2-7） 

⑵営利法人と非営利法人の意味 

営利法人はビジネスで得た利益を特定の構成員（社員や株主など）に分配することを目的とし

た法人のことを意味します。非営利法人は「定款等で非営利性（構成員への利益分配を目的とし

ていないこと）が徹底されている法人」あるいは「共益的活動を目的としている法人」を指しま

す。非営利法人は利益をあげてはいけないのではなく「団体で得た利益を構成員に分配すること

を目的とせず、社会貢献活動のために利用する」ことになります。「事業収益を上げそこから諸

経費を差し引き、人件費も差し引き利益を上げ、その利益を次の活動に使う資金とする」という

意味であり、非営利法人も収益を上げることを妨げません。。持続可能な活動をするには、営利、

非営利を問わず、利益の計上が必須です。事業活動には利益に追及する採算性が求められます。 

営利法人と非営利法人の違いは、利益配分の可否にあります。非営利は､利益の蓄積や資本家へ

の配当が目的ではなく､地域貢献活動に再投資をし､地域の発展に寄与することが目的です。本調

査研究は､非営利組織の発展を願い､非営利組織が行う街づくりに重点を置いた支援のあり方を考

察しました。 
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図表 2-7：エリアマネジメントを推進する代表的組織の位置づけ 

 

⑶代表的組織の会計基準 

エリアマネジメントを推進する代表的組織の会計基準の種別とその違いを考察しました。それぞ

れの組織のあり方を示した根拠法により会計原則が示されています。(図表 2-8)(図表 2-9) 

・NPO 法人は、地域での活動を多くの人たちに知ってもらい、より多くの共感と支援を得るため

に会計報告の統一ルールとして、2010 年 7月に NPO法人会計基準が策定されました。財務諸表（活

動計画書、貸借対照表）､財産目録及び事業報告書を事業年度毎に所轄庁に提出することが義務付

けられています。これらの計算書類は ､会員や寄附者 ､助成団体等が ､会員を継続す

べきか、寄附すべきか、助成すべきかといった判断の重要な資料となります。

自らに関する情報をできるだけ公開することによって市民の信頼を得て､市民によって育てられ

るべきであるとの考えから、広範な情報公開制度を採用しています。 

・一般社団法人は、事業年度終了後に計算書類（貸借対照表、損益計算書）及び事業報告書とこ

れらの附属書類を作成しなければなりません。定時社員総会において、当期の事業報告と計算書

類の会計報告を行う義務があります。                            

・中小企業等協同組合では､決算関係書類（財産目録､貸借対照表､損益計算書､剰余利金処分案）

の作成をし、通常総会にて組合員に報告することが義務付けられてします。 
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図表 2-8：エリアマネジメントを推進する代表的組織の会計基準 

組織種別 会計基準 法人税制 優遇差異 適合業 

1
有限責任事業組合/LLP LLP

会計処理
構成員課税 パス・スルー課税 
組合員へ所得税

スター アッ  
 携 共同事業

2

認定NPO法人

公益法人
会計基準

寄付行為へ 優遇(個人 寄附金へ 
所得税控除 税額控除、相続財産寄付
分課税対象外、法人 損金算入、)が
あり みなし寄付金 損金算入制度 
公益事業収益は非課税

大口寄付を促す
社会貢献事業

3 NPO法人 NPO法人
会計基準

収益事業は課税 非収益事業は非課税
寄付・会費収入は非課税

非営利事業

4

一般社団法人 社会・地域発展
事業

事業協同組合
中小企業等
協同組合
会計基準

税率 軽減 加入金 益金不算入 事業
利 分量配当 損金算入 賦課金 仮
受金 理 中小企業等 貸倒 当金 
特例、固定資産税非課税

非営利共同
事業

５
商店街振興組合 営利地域  

発展事業

協業組合 普通法人と同じ 営利共同事業

合同会社
/LLC 企業会計

基準

法人税率が比例課税(課税所得30％  
赤字分9年繰越可 事業承継 ため 相
続税 節約可、広く 費算入、他

小人数、  ー      、
 ゙ ﾝ ゙育成事業

株式会社 収益事業 すべて課税。資本金1000万円
以下 税制優遇有 3 ｸ 街づくり会社

 

図表 2-9代表的組織の財務諸表 

▮活動計算書▮

▮貸借対照表▮
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 株式会社は､決算報告書（貸借対照表､損益計算書､製造原価報告書(製造業のみ)、株主資本等変

動計算書､個別注記表､キャッシュフロー計算書を年度毎に作成し､税務申告､株主､取引先､金融機

関等への報告が求められます。合同会社は決算公告の義務がありませんが、法定公告は行わなけ

ればなりません。 定款の定めに関係なく「官報」で行わなければなりません。株主や債権者等､

利害関係人に周知させることを目的としています。図表８に代表的組織の財務諸表を示します。 

非営利組織において､従来､計算書類の重要な位置づけであった「収支計算書」を､平成 16 年公

益会計基準によって内部管理目的の計算書として財務諸表から除外しました。社会福祉法人会計

基準や学校法人会計基準では､従来は資金フロー計算を目的とする資金収支計算が純資産フロー

を目的とする正味財産増減計算より重要であったが､「平成 16 年公益会計基準」[2004] 以後の

改正を経て正味財産増減計算の重視性が増大しました。NPO 法人においても、制度創設当時、資

金収支計算に重きを置いていたが、2010年「NPO 法人会計基準」によって、純資産フローを目的

とする「活動計算書」が採用され収支予算管理を目的とする資金フロー計算は行われないことと

なりました。事業報告書に基づく年度毎の活動計画書に明示される「次期繰越正味財産額」が重

要となり､紐付く貸借対照表に記載される積上げられた「正味財産合計額」が重要となり､事業性

を評価する指標となります。一般社団法人も同様です。中小企業等協同組合では､利益準備金と表

記されています。株式会社も利益剰余金が該当し､持続的発展を促す再投資に向けた資産となりま

す。合同会社も資金フローは株式会社と同様であり､利益剰余金が対象となります。持続的発展を

果たす重要要因は､事業活動により積上げられた正味財産額（あるいは、利益剰余金）であり、内

部留保された資産です。中小企業診断士の役割は､内部留保の積み上げに至る資金管理と留保され

た資産の適切な運用であり､社会貢献事業の継続そして発展に導くこととします。 

３.現行支援制度の整理と支援のあり方 

国及び行政､公的機関の街づくりに関する支援制度を整理しました。支援をすすめていく支援制度

活用の展開スキームを考察しました。 

⑴街づくり支援制度の内容整理 

支援目的を縦軸に横軸に３つの活動ステップを置き､支援体系を作成しました。縦軸は➀ﾌｧｲﾅﾝｽ

支援②融資･借入③自治体の協力支援④認定制度⑤税制優遇⑥中間支援組織による支援とし､横軸

を➀立上り期②継続期③発展期とし主な支援制度をプロットしました。支援の規模等が､立上り期

から継続期、そして発展期へすすめに従い厚くなっています。中心市街地活性化法に基づく大規

模都市開発から環境保全､商店街を対象中小商業活力向上事業、遊休公共施設活用促進事業等､市

区町村が抱える問題解決を図る活動が期待されています。それぞれ個々の施策は、対象となる事

業組織体が絞り込まれており、限定的です。対象となる組織体を示しました。（図表 2-10参照） 
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図表 2-10：支援制度の整理

活動段階
方策 立上げ 段階 活動継続 段階 発展 段階 主な対象組織

支援の目的
社会貢献事業 へ参入
できる原動力を支援

新しい公共領域で活動
できる環境づくりを支援

行政と対等な立場で
活動できる推進支援

1
ﾌｧｲﾅﾝｽ
支援

‣調査費用補助（自治
体） 中間支援組織

‣環境保全活動促進      ﾌｧﾝ  事業(環境省） NPO法人､一般社団法人

‣     ﾝ  型まちづくりﾌｧ ﾝ  (国土交通省) 中間支援組織

‣住民参加型街づくりﾌｧﾝ  （UR都市機構） 街づくり会社

‣戦略的中心市街地商業等活性化支援
事業費補助金(経産省) 組合､NPO法人

‣        ﾝ  支援(国土交通省） 株式会社､組合

‣中小商業活力向上事業(経産省) 商店街組織､組合

2 融資

まち再生出資業務（民都機構） 株式会社 他.

都市環境維持･改善事業資金融資（国交省） 都市再生整備推進法人
まちづくり法人

企業活力強化資金（経産省､日本政策金融公庫） 商業振興関連事業者
事業共同組合

3 自治体の
協力､関与

事業費補助

株式会社､組合
一般社団法人

‣指定管理者制度 (委託）

‣出資（ ex.第三セク)

‣道路占用許可（規制緩和）

‣遊休公共施設活用促進支援

‣まちづくり 特区制度 まちづくり連携体

4 認定制度
‣中心市街地活性化基本計画の認定制度 まちづくり連携体

‣民間都市再生整備事業計画認定制度

5
税制優遇
措置

‣  ﾝ     税制（経産省） 個人投資家

‣法人税免除（国税庁） 非営利事業者

‣認定NPO法人対象 寄付金控除（国税庁） 寄付者

‣みなし寄付税制（国税庁） 認定NPO法人、

6
中間支援組織
による支援

‣運営    支援 街づくり事業者･法人
一般社団法人‣街づくり支援（地域金融公庫からの融資）

‣市民出資ファンド（一般社団法人     ﾌｧｲﾅﾝｽ支援 ﾝ  ） NPO法人､一般社団法人

7 連携組織化
まちづくり連携体
活動助成

都市再生整備推進法人
市町村が」指定

街づくり会社､NPO法人
一般社団法人

 

制度の特性として、3 点整理しました。1点目の特性は、連携組織体に各種優遇措置が用意されて

います。小規模事業者単独の取組みではなく､街づくりに必要な専門的機能を集約した地域連携協

働の組織づくりが望まれます。地域の課題を捉え､活動目的を明確にした組織体です。公・民・町

・学の分野の連携協働体です（図表 2-10）。 

⑵都市再生推進法人制度について 

行政の支援を仰ぐ、行政をパートナーとして活動する連携組織体に「都市再生推進法人制度」

が策定されています。街づくりを目指す優位な組織体です。（図表 2-11参照） 

「都市再生推進法人制度」とは､都市再生特別措置法に基づき、地域のまちづくりを担う法人と

して､市町村が指定するものです。市町村は、まちづくりの新たな担い手として行政の補完的機能

を担いうる団体を指定できます。「国･市町村による民間まちづくり活動促進事業等の支援」 
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「エリアマネジメント無利子貸付融資」「税制特例」「民都機構によるクラウドファンディン

グ活用型まちづくりファンド支援事業」等､優遇措置が用意されています。また､都市

再生整備計画を市町村に対し提案することができます。行政と民間の中間領域を担うまちづく

り（エリアマネジメント）を行う役割が期待されている組織です。都市再生推進法人になれ

る対象法人は､まちづくり会社 ･NPO 法人･一般社団法人･一般財団法人です。平成 30 年 12 月末

時点で､50 法人が指定されており､そのうちまちづくり会社が 28 団体､NPO 法人が 4 団体､18

団体が一般社団・財団法人となっています。（出典：平成 29 年国土交通省 都市局 まちづく

り推進課 官民連携推進室作成資料から引用） 

                図表 2-11:都市再生推進法人制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    ※平成 29年国土交通省都市局まちづくり推進課資料から引用 

⑵非収益事業への税制優遇 

2 点目の特性は、税制優遇において非営利事業体の非収益事業には法人税が加算されません。 

法人税が免除されます。非収益事業とは、法人税法施行令５条に規定されている“34業種を収益

事業以外の事業を｢非収益事業｣と称しています。社会福祉法人、NPO法人､一般社団法人等の「非

営利法人」は、34 業種の収益事業からの所得”に対してのみ課税され､これ以外の収益、例えば、

会費収入、寄付金収入等に対しては非課税となっています。（出典：法人税法２十三、法人税法

施行令５①） 34種の収益事業は、物販､不動産、製造業、倉庫、理容美容､印刷・出版等、税法

で示されています。 

図表 2-12に､街づくり（エリアマネジメント）非収益､収益､半収益の事業区分を示します。街

づくり社会貢献事業における例を示します。収益事業に属する事業は課税対象です。非収益事業

領域は非課税、半収益領域は、それぞれの事業内容の公益性の有無により課税非課税かの判断が

されます。横軸で区分した非営利の民間領域は一般社団法人･多くの組合､非営利は NPO法人､ 

 

https://www.weblio.jp/content/%E6%B3%95%E4%BA%BA%E7%A8%8E%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E4%BB%A4
https://www.weblio.jp/content/%E8%A6%8F%E5%AE%9A
https://www.weblio.jp/content/%E6%A5%AD%E7%A8%AE
https://www.weblio.jp/content/%E4%BB%A5%E5%A4%96%E3%81%AE
https://www.weblio.jp/content/%E4%BA%8B%E6%A5%AD
https://www.weblio.jp/content/%E7%A7%B0%E3%81%97%E3%81%A6
https://www.weblio.jp/content/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89%E6%B3%95%E4%BA%BA
https://www.weblio.jp/content/%E6%89%80%E5%BE%97
https://www.weblio.jp/content/%E3%81%AB%E5%AF%BE%E3%81%97%E3%81%A6
https://www.weblio.jp/content/%E8%AA%B2%E7%A8%8E
https://www.weblio.jp/content/%E4%BB%A5%E5%A4%96%E3%81%AE
https://www.weblio.jp/content/%E5%8F%8E%E7%9B%8A
https://www.weblio.jp/content/%E4%BE%8B%E3%81%88
https://www.weblio.jp/content/%E4%BC%9A%E8%B2%BB
https://www.weblio.jp/content/%E5%8F%8E%E5%85%A5
https://www.weblio.jp/content/%E5%AF%84%E4%BB%98%E9%87%91
https://www.weblio.jp/content/%E5%8F%8E%E5%85%A5
https://www.weblio.jp/content/%E3%81%AB%E5%AF%BE%E3%81%97%E3%81%A6
https://www.weblio.jp/content/%E9%9D%9E%E8%AA%B2%E7%A8%8E
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一般社団法人・組合の一部、公益事業の行政機能補補完は､都市再生推進法人･認定 NPO法人が

対象となります。 

図表 2-12：エリアマネジメントの対象事業区分 

役
割

非営利の民間領域 非営利事業 公益事業･行政機能の補完

非
収
益

事
業

半
収
益
事
業

収
益
事
業

・人材派遣事業
・も づくり人材育成事業
・地域出版放送事業
・自治体施設管理事業
・地域交通事業
・地域文化事業
・ 際交流事業

・自然ｴﾈﾙｷﾞｰ発電事業
・都市開発 施設開発事業

・会員入会、寄付募集
・文化資産 保全
・防犯 防災活動

・会費入会・寄付募集
・地区計画､環境整備
建築協定/街づくり調査事業

・街づくり  ﾅ ・地域清掃活動
・街並み維持管理 ・緑化活動
・交通安全活動 ・環境教育普及
・子育て保育園事業
・地域包括   ｽ ﾑ支援

再
投
資

・遊休地活 事業
・空き店舗活 事業
・空き家 空き ﾞﾙ活 
・公共施設活 事業
・ﾘ  ｸﾙ 回収事業

 地域 ﾞ ﾝ ﾞ育成事業
・特産品加工販売事業
 共同仕入 卸売事業
・古民家 利活 事業
・飲食 給食 宅配事業
・環境衛  ﾘ  ｸﾙ
・ ﾞﾙ管理共同化事業
・地域観光周遊事業

 

事業形態 税制措置 種別 特性

個人 所得税 自営業
個人企業､事業の継続化には
適さない

組合

営

利

所得税
有限責任事業組合
/LLP

専門家の連携組織体
ベンチャー事業の立上げ

法人税

株式会社
大規模資本の調達を
要する再開発事業

法人

物
的
結
合

合同会社/LLC
経営の自由度が高く､
スタートアップ企業に適当

協業組合
事業統合による企業体質強
化､共同利益の増進

人
的
結
合

法人税率
他.特典有

商店街振興組合
商業･サービスの共同
経済事業体

非

営

利

事業協同組合
組合員の利益を増進する
相互扶助の組織

非収益
事業は
非課税

一般社団法人
営利･非営利組合せた事業
の自由度が高い

NPO法人
不特定かつ多数のものの利
益に寄与､20種の分野

認定NPO法人
公益性高い9つの要件を
満たす､寄付受入れ

中
間
法
人

公
益
法
人

人的
結合

収
益
事
業

非
収
益
事
業

 

図表 2-13：組織種別 税制措置   



30 

 

認定 NPO法人には特別措置があります。個人や企業が NPO法人に寄付をしても、税制上の優遇

措置はありません。しかし認定 NPO法人）となった団体に寄付をすると、寄付者に対して税優遇

があります。個人が寄付した場合、一定限度内で寄付金額に応じた所得控除もしくは税額控除が

あり、相続財産を寄付した場合は､その寄付分が課税対象外となります。企業が寄付した場合、一

定限度内で寄付金額に応じた損金算入（経費処理）が認められます。寄付行為を広く普及をし､

社会貢献事業へ市民や企業の寄付を通した参加を促すことが狙いです。 

 図表 2-13に､営利・非営利に区分した組織の種別と税制措置の関係を整理しました。非課税の

優遇措置が該当するか否かの判断基準は､公益性、共益性等、社会貢献事業に資するか否かです。

エリアマネジメント（街づくり経営）の考え方は､組織立上げの際､掲げた理念･ビジョンに従う事

業領域を定め､収益が期待できる事業と社会貢献（社会奉仕）性が高い事業を両輪とした事業の計

画化が望まれます。収益事業で得た資金を社会貢献性が高い非収益事業に再投資する資金の循環

が望まれます。 

 

⑶中間支援組織に期待される機能 

3 点目の特性は､中間支援組織の持つ機能が期待されており、行政の支援が手厚くなっています。

市民と市民､市民活動家と行政と民間事業者との間に立ってコーディネイター役とし

ての機能を果たす支援組織です。  

図表 2-14:中間支援組織の役割 

 

資金調達支援をはじめ､多様な活動団体が協働化しやすい場の提供と機会づくり、運

営ノウハウの提供､情報発信､人材育成支援等を積極的に取組み、地域連携の推進役を

担うことが期待されています（図表 2-14）。中小企業診断士は「､同志が集まり自ら
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がこの中間支援組織を立ち上げる」あるいは､「先行する中間支援組織機関の中で役割を担い、

共に活動する」こと等が考えられます。 

⑷支援制度 活用スキーム 

 中小企業診断士の行支援スキームは､定款の作成から収益計画（事業計画）、資金計画、実施計

画策定後の活動支援の流れです。この過程における資金支援の各種施策を活用した資金計画 展開

スキームを整理しました（図表 2-15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．事例研究 

図表 15:事例研究① 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-15：支援制度 展開スキーム 

1 ステップは、補助金を活用し事業組織の立上げを図ります。第 2ステップ活動段階では事業

のカタチを明らかにし事業継続の可能性、発展の見込みを明らかにします。地域社会での信用度

が培われます。ファンドによる出資者を獲得します。資金ニーズを推し量り中間支援機関（地域

銀行等）からの融資を得ます。第 3ステップ発展期は、単年度の正味財産額（利益準備金）を積

み上げ、社会貢献事業への再投資を図ります。発展的事業への投資を図ります。公的機関の融資、

補助金も活用します。事業継続の必要性を推し量り､資金の確保を図ります。前項に記載した非収

益事業への法人税免税措置が有ります。資金計画の策定及び管理を支援します。 
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４．事例研究 

図表 2-16:事例研究 

  組合 式」で が
       を経営

有限責任事業組合 LLP 

▮ 要

名称 佐 ・ＩＤＥＣ有限責任事業組合

所在地 兵庫県佐 郡佐 町

創業 2013 年 1 月

収益額 22,200万円/年

▮収益構造

非収益事業 林業 再興、政策立案

収益事業 太陽光発電所

投下事業 林業 維持管理

一般社団法人  都市再 推進法人

名称 一般社団法人二子玉川ｴﾘ  ﾈ ﾞ ﾝ 

所在地 東京都世田谷区

創業 2019年1月

収益額 ―

▮収益構造

非収益事業  摩川河川敷環境共 活動、広報誌 発行

収益事業 水辺 協賛イベン 、まち歩き観光ツアー

投下事業 屋外広告事業

  商業  を か  
      告事業

▮ 要▮特性 地域 林業 衰
退阻止 町 防災力強
化を目的に 木製架台を
採 した再エネ事業 。
地域へ 利益還元を図
るため自治体が 営に
参画して進めています。

 佐 町 ＩＤＥＣ株式会社  組合員に る共同事業

▮特性 駅ターミナルを中心
に公共空間を活 した街づ

くりを願い発足。町会 地元

資本 世田谷区  携に る

都市再 特別措置法に基づ

く地域 まちづくりを担う 都

市再 推進法人   して 

指定を受けました。

 玉川町会 高島屋 東信開発 世田谷区  携体
 

図表 2-17:事例研究 
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図表 2-18:事例研究 

 

 

⑴組合方式で 町が経営 メガソーラー（事例 2-16- 1⃣参照） 

①組織 

 兵庫県佐用町と IDEC株式会社（メガソーラー設備事業）の代表者らの出資による有限責任事業

組合（LLP）組織。町内各地の山林で土砂崩れが多発し､その際､山林に放置されていた大量の倒木

が川に流れ出し､橋などで堰き止められ堆積したことで、浸水被害が拡大した過去の経験があり､

林業の衰退が、町の防災力を低下させている実態が､災害で浮き彫りになりました。「佐用・IDEC

申山太陽光発電所」への参画によって、木製架台を採用したことは、再生可能エネルギーの推進

と、林業活性化による防災機能の向上を同時に進めたいとの佐用町の狙いがあります。   

②収益モデル 

 太陽光発電所を運営し電力を地域住民に売買し収益を得ます。利益は､地域内の自給率を高める

設備費及び林業振興へ向けた防災機能強化へ向けた再投資が望まれます。 

③新規性 

 自治体が再エネ事業の経営に参画し､地域資源の活用を積極的に模索する町の姿勢が、再エネと

自治体の在り方を考える先進的な取り組みと言えます。 

（出典:佐用・IDEC申山太陽光発電所 (smt-energy.com) 2021.02.15） 

 

http://www.smt-energy.com/Sayo/
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⑵商業空間を活かした交通広場 広告事業（事例 2-16- 2⃣参照） 

➀組織 

 玉川町会､東急㈱､ 東神開発(株)が参加する一般社団法人及び世田谷区がアドバイザリー参加し

ています。街の価値を高め､人々の幸せを育むこと」を目的とし 3つの活動を行っています。一つ

目は、「水辺空間利活用と演出」です。水辺の空間活用を行い､将来そこで得た利益を地域に還元

するために、 様々な環境共生イベントを計画しています。２つ目は､公益還元。二子玉川の自然

資産である多摩川と水辺環境の保全と安全利用の意識の啓発活動です。3つ目は、街づくり支援。

街の新たな魅力向上をめざし､二子玉川エリア最大の自然資産である 多摩川・水辺と街なかをつ

なぐ企画の実現を推進・支援をしていきます。世田谷区の都市再生推進法人の指定を受け､公共空

間の本格運用及び広告事業の実施を計画、安定的な収入の確保を計画しています。 

②収益モデル 

 水辺空間の利活用による企業協賛イベント及び公共空間の運用に広告事業による収益を生み出

し、多摩川・水辺と街なかをつなぐ環境整備への投資が望まれます。 

③新規性 

 行政と町内会、地域の代表的企業及び市民団体が参加する協働体が生まれており､持続的発展が

期待されます。（出典：二子玉川エリアマネジメンツとは • 一般社団法人二子玉川エリアマネジ

メンツ (futako.org) 2021.02.15） 

⑶賑わいをもたらす魅力的な水辺のまちづくり（事例 2-17- 3⃣参照） 

①組織 

東京都品川天王州の発展を願うこの地区で活動する企業群が法人会員として参加し支える一般社

団法人天王州活性化を願う協会です。運河を有するその地域特性を生かし、多様な外部主体とも

連携しながら水辺空間に新たな賑わいを創出する環境整備を積極的に推進することを事業目的と

しています。2020年 12 月､天王州アイル地区がプロジェクトマッピングを活用した街の賑わい創

出を推進する地区として東京都が初めて指定しました。 

②収益モデル 

物流倉庫の拠点地区から運河の魅力漂う観光エリアとし空間利活用をすすめ､資産価値を高める

ことが狙いです。観光客の集客を図り､商業空間としての価値づくりが望まれます。観光ツアー協

賛イベントの開催や法人会員の伸び数を確保し利益の蓄積を図り、来訪者の消費を促進する魅力

的施設の整備や運営する人材の確保、育成に投資をすることが望まれますｌ 

③新規性 

都会の中に位置する運河として資産価値の増大が見込まれます。 

（出典:CANALSIDE 2021.02.15） 

https://futako.org/about-us/
https://futako.org/about-us/
https://canalside.or.jp/overview
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⑷商店街 空き店舗を活用した植物工場事業（事例 2-17- 4⃣参照） 

①組織 

 平成 23 年に障がい者の自立支援を目的として設立された特定非営利活動法人/NPO 法人

です。グループに就労支援 運営施設を持ちます。中核の事業は､障がい者自立支援を促す

取組です。そして、障がい者の就労支援の場として空き店舗を活用した植物工場を運営し

ています。商店街で販売しており､地産地消推進に貢献しています。植物工場では、工場

見学の受入れと直売所を開設し､市民に開放をしています。コミュニティの場を形成して

います。街づくりと福祉の増進に寄与する複合的事業展開です。 

②収益モデル 

 植物工場運営と工場内での直販事業と商店街での物販事業は半収益事業と位置付けられます。障

がい者の就労に貢献する部分は、非収益と判断されます。民間事業者としての物販は収益事業と

なります。収益事業で積上げた利益は、非収益･貢献事業に再投資を図っています。 

③新規性 

事業の構成は､「空き店舗･空きビルの利活用」「医療･福祉」「地産地消」です。街

づくりと社会福祉と経済活動がつながる新たなコミュニティビジネスの取組みとし

て期待されます。（出典：商店街の中に現れた植物工場 ～障がい者の自立支援を行う特定非

営利活動法人の挑戦～ | まちづくり事例 | 中心市街地活性化協議会支援センター（まちかつ） 

(smrj.go.jp) 2021.02.15） 

⑸ 低炭素社会実現へ向けたまちづくり（事例 2-18- 5⃣参照） 

①組織： 

モノづくりではなくコトからまちづくりを考えていくプロジェクトから始動した合同会社（LLC）

です。まちづくり事業の企画･実施､映像企画･制作､建築デザイン設計を事業内容とします。街の

建築資源を壊すのではなく、建てモノからコトづくりへ新たな価値を生み出す「モノを利活用す

る低炭素社会に向けた環境保全型のまちづくり」をテーマに､建築家が起業した組織です。 

②収益モデル 

 空き部屋を有効活用した国内外のツーリスト向けホステル事業へ業態転換や古民家リニュアル

によるレンタルスペースやシェアハウス兼カフェへの転換等、資源有効活用による環境保全及び

CO2 削減につなげるコトを標榜しています。建築デザイン･設計が収益源であり､得られた利益を 

人材育成や環境保全事業の普及啓蒙活動等に再投資しています。 

③新規性 

空きスペースや空き物件をリニュアルし､環境保全及び社会貢献につなげる社会的意義の高い持

続的発展が見込める事業です。 

（出典：コトラボ合同会社 -コトづくりからまちづくりを考える- (koto-lab.com) 2021.0215） 

https://machi.smrj.go.jp/machi/public/example/130315koza.html
https://machi.smrj.go.jp/machi/public/example/130315koza.html
https://machi.smrj.go.jp/machi/public/example/130315koza.html
https://koto-lab.com/
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⑹地域経済圏をリデザインした野菜流通（事例 2-18- 6⃣参照） 

①組織 

  農業を通して地域事業開発を目指す起業家が興した組織です。「農業の振興を通して持続可能

な社会を目指します」を掲げる農業シンクタンク（株）エムスクエア･ラボのグループ会社です。

大手物流会社やマーケティング会社、農林漁業支援機構の出資による株式会社です。。野菜流通

の物流コスト増という課題に立ち向かうことを目的に 2017年に創業。生産者と購買者を直接つな

げる『おいしいを共創する』を標榜する青果流通の今までにないサービスシステムを構築しまし

た。持続可能な社会を目指し、「おいしい」を共に創る社内外の仲間と取り組んでいます。 

②収益モデル 

やさいバスは、ある一定の地域内の農家と小売店や飲食店が直接つなぎ、野菜を売買します。青

果市場や直売所を「バス停」に見立て、専用のバスを走らせ、高騰する物流コストを安く抑えよ

うとする共同配送しくみです。農家から集めた品物を載せたやさしいバスが巡回します。配送ル

ートと時間を案内するルートマップが配布されます。出荷者と購買者をつなぎ、両者から配送コ

ストを聴取します。出荷者は発注の手間が省け、購買者は仕入れコストの削減となります。 

③新規性 

やさしいバスは保冷車の機能を持つやさしいデザインです。街なかの活性化につながっています。 

（出典：やさいバスとは | やさいバス (vegibus.co.jp) 2021.02.15） 

 

５．エリアマネジメントに求められる『地域貢献･持続化計画と充実予算』の策定規準 

  街づくり事業者のエリアマネジメントをゴールは、持続可能な街づくりです。事業組織の構築

と事業の継続です。支援の重要課題は、事業の継続的発展を可能とする単年度毎の最終利益のプ

ラス化と次年度への積上げです。そして、中期(5ヵ年程度)へ向けた地域貢献事業への再投資を

計画することと考えます。持続的発展に向けたⅭ➛Ｐ➛Ｄ➛Ａサイクル。Ⅽ＝収支の算出を起点

とするマネジメントサイクルを経営手法に取り入れます。2章の結論として、街づくり･『地域貢

献･持続化計画』の策定として、Ｃを起点とする持続可能な街づくり（Sustainable town  

Development Goals ／S
ⓣ
DGS）マネジメントサイクルを提示いたします。（図表 18参照） 

 計画策定の目的は、「地域社会に貢献し 持続的な事業 営を実現する資金 源泉 なる内部留保

 適正値及び自己資本比率を認識し資金計画 指針 していただくこ です。  策定 指針は､①単年

度ごとの利益（財産）額の積上げを管理する。②充実資産（内部留保）額を明確化する。③適正

かつ公正な支出監理をする。④地域貢献･持続化事業への再投下へつなげる。 しました。計画策定

に る期待される効果です。計画 実施期間は､原則 5ゕ年とし､年次毎に目標管理をします。単年

度あるいは必要に応じ内部管理期間を設けていただきます。5ゕ年程度のこれからを見定めた中

期計画に計画づくりが重要であり文書化を促します。事業者の思いをカタチにします。 

https://www.vegibus.co.jp/about
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⑴『地域貢献･持続化計画』策定スキーム 

図表 2-19:『地域貢献･持続化計画』策定指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 策定スキームは、持続的発展に導くことを目的としたマネジメントサイクルです。活動計画 

（事業計画）の作成が重要となり必要要件です。「地域貢献･持続化計画』づくりの重要課題は､

単年度毎の当期利益（正味財産）のプラス化であり、事業推進の起点とします。計画推進の下支

えとなる数値管理が必須です。（Ⅽ）収支のプラス化を定期的に点検します。➙（S）単年度毎の

利益を積上げ､内部留保（充実資産）の適正化を図ります。➙（Ｐ）5ゕ年程度の計画化を図りま

す。充実資産の留保を計画化し実現性に高い計画づくりをすすめます。（Ⅾ）実行します。診断

士は活動を支援します。（図表 2-20参照）Ⅽ➛Ｐ➛Ｄ➛Ａサイクル 

を廻します。計画達成の目標は内部留保を地域貢献･充実予算と表 

記し持続的発展に要する予算の蓄積に務めます。充実予算は､街づ 

くりを目的とする持続的発展を可能にする地域貢献事業の資金の 

源泉にします。充実予算の運用領域は、非営利事業のみに限定は 

せず､非営利､営利問わず､（地域貢献に資する事業を対象とします。 

（図表 2-19参照）                           （図表 2-20） 

 

                                      

➤
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⑵『地域貢献･充実予算』の算出規準 

  地域貢献･充実予算の算出規準について、公益性を担保する地域社会貢献事業に再投下並びに新

領域への活動可能な内部留保額から事業継続に必要な最低限の財産額を差し引いた余裕ある財産

額を導きます。 

平成 28年社会福祉法等の一部を改正する法律において、社会福祉法人制度改革が社会福祉充実残

額の算定について通達されました。福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため、社会福

祉法人制度について経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等の改革を進めると

ともに、財務規律の強化(適正かつ公正な支出管理､内部留保の明確化､社会福祉充実残額の社会福

祉事業等への計画的な再投資）が示されました。（中略）これまでの法人制度においては､法人が

保有する財産の分類や取扱いに係わるルールが明確でなく公益性の高い非営利法人として､これ

ら財産の使途等について明確な説明責任を果たすことが困難であった。（中略） このような観点

から､社会福祉福祉充実残額の算定に当たって必要となる控除対象財産の範囲について法人間に

おいて客観的かつ公平なルールとなるよう明確化するものである。 

（厚生労働省平成 28年「社会福祉法人制度改革について」公表資料から抜粋） 

上記に示された社会福祉法人「社会福祉充実財産」の算定式に準じ、街づくり地域貢献充実予算

の算出規準に応用しました。（図表 2-21参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-21：社会予算充実予算 算出規準 
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 社会貢献事業投下資産額の算出式は、内部留保財産額から控除対象財産を差し引いた資産額です。 

社会貢献 充実予算＝活用可能な資産額-（事業活用資産額＋再取得必要資産＋必要運転資本） 

控除対象財産、3つの項目の中の「再取得の必要な固定資産額を図 2-22に示します。減価償却累

計額の経過上昇分を加味した額に対する自己比率分が対象となります。 

 

図表 2-22：再取得に必要な固定資産額 

  図表 2-23に､地域貢献・充実予算の源泉を示します。財務諸表の活動計画書（損益計算書）か

ら再借対照表に示される内部留保に該当する項目とつながりを例示します。単年度の収支管理が

重要であり、その資金フローを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-23：『地域貢献･充実予算』の源泉 
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⑶『地域貢献・持続化計画 』策定フォーマット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-24：地域貢献・持続化計画 』策定フォーマット 

 

 本省のまとめとして、エリアマネジメント持続的発展をもたらす『地域貢献･持続化計画』を導

く策定フォーマットを示します（図表 2-24）。事業目的に適した組織づくり、組織の特性に合わ

せた国・行政の支援制度の活用を促し、事業計画及び資金計画に至る支援をしていきます。持続

可能な地域貢献事業の実現に導きます。街づくり事業者への 支援方針として、本調査研究事業で

考察したプロセスを踏まえ、上記支援フォーマットを運用します。地域を元気にする生き活きと

した街づくりの実現に寄与したいと考えます。 
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第 3章 環境共生型街づくり 

この章では、「地域における環境づくり」において成功する事例を紹介します。ここで成功と

は以下の 2点を考慮しています。 

・地域やグローバルな環境問題にエリア全体で貢献する 

・エリアの集合体に参加する人・企業の活動を事業に落としこむ 

 環境面と各企業の経営面を良好な形で持続化させるという目標は、世界的に期待されている

SDGs(Sustainable Development Goals)と共通します。既に多くの大企業ではフィランソロピーな

ど社会貢献に加えて、自社の事業が環境面においても貢献できるような仕組みを作っています。

しかし今回想定しているエリアマネジメントの中核を担う中小企業において、単独であっても環

境問題に対応することは難しく、あまり活動が進んでいません。その原因は圧倒的な人的資源の

不足にあります。 

 

 

 

 

 

 環境問題への対応の成果を把握するには、明確な目標値を設定して評価を行う必要があります。

例えば地球温暖化防止のための活動を評価する場合、CO2排出量を測定する方法が一般的です*1。

中小企業では多くの場合、測定機器やノウハウ、人材が不足しており経営資源の問題で着手する

ことが困難です。当レポートでは経営資源が不足している問題に対して、エリア全体で環境活動

を有機的に行うことで効率化を狙い、また新たな環境配慮型ビジネスモデルの作成による地域活

性化にむけた施策を提案します。 

*1 GHGプロトコルによる規程のこと 

 

出所：中小企業庁 平成 30年版「中小企業白書」 

図表 3-1：従業員規模別にみた、人材の未充足率 
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1. 環境問題に対する考え方 

(1) 地域環境の問題 

開発が進み過密と言われる東京都においては、工業団地のように分かりやすい形で土地の分類

を行うことが困難です。古くからある中小企業の工場や商店、住宅地が入り混じる箇所が多く、

企業活動尾による環境への影響が地域住民の暮らしに影響を与えやすい状況にあります。 

昭和 42年に制定された「公害対策法」以降、行政・民間ともに努力を行い深刻な健康被害が発

生することは稀になりましたが、社

会や環境の変化に伴い新たな解決す

べき問題が発生していることも事実

です。近年では微小粒子状物質

（PM2.5）や地下水のトリクロロエチ

レンに関連する基準の見直しも行わ

れています。 

 また開発される新化学物質の取扱

いや、風車による低周波障害、食品

等廃棄物による悪臭など、様々な問

題が現状として存在しています。 

 

 

公害の種類 公害に関する苦情の主な例 

大気汚染 

工場からの煙や粉じんで、家や車、洗濯物などが汚れる。 

道路通行車輌からの排気ガスで息苦しい。 

焼却場の煙の中に有害物質が含まれているおそれがある。 

騒音 

隣のスーパーの室外機がうるさくてイライラする。 

深夜営業店の騒音がひどく、安眠できない。 

工場の機械の音がやかましく、体調がすぐれない。 

振動 
工事現場のトラックの出入りや作業機械のせいで、家が揺れ、壁にひび

が入る。 

悪臭 

食品加工工場から魚の腐ったようなにおいが漂っていて、気分が悪くな

る。 

養豚、養鶏場から不快なにおいがして困っている。 

 

 

出所：東京都都市整備局 

図表 3-2：都市計画情報 

出所：総務省 ホームページ 

図表 3-3：暮らしの中の公害の例 
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住民の環境要請が強くなる傾向にある現在、環境基本法の順守だけでは、地域社会と良好な関

係を持てなくなるリスクがあり、工場を操業させることが困難になることさえ考えられます。工

場の廃止・移転となれば、当該地域の技術力を低下させる要因になります。地域の経済を維持・

発展させるためには各利害関係者が地域の特性を踏まえたうえで、それぞれが取り組むべき役割

を意識しながら環境問題の解決に取り組むことが重要です。また循環共生型社会を実現に向けた

自律的好循環の形成するために、関係者の連携を促進する観点から、地域事業者や行政機関、地

域金融機関によるパートナーシップの枠組み作り、および活動の見える化が求められます。 

 また現行の経済モデル・ビジネスモデルの一部が、環境や社会に悪影響を与える要因となる可

能性があることを理解することが大切です。このような経済・社会活動における負の側面を自覚

した上でこれまでの習慣を改善されなければ、さらなる規制の強化やステークホルダーからの反

発、災害の発生など社会や企業に対するリスクが高まります。一旦問題が表面化してしまうと、

維持コストが高騰するためサステナビリティの実現が困難になります。 

そこで各企業や団体が①順守すべき法的・国際的要請、②地域住民や自治体の環境要請に沿っ

た環境方針や、具体的に対応すべきアクションプランの計画を作成できるように、手助け出来な

いかと考えています。 

 

(2) グローバル環境の問題 

 地球の環境は常に変化しており、それを止めることはできません。また社会活動を行うことで

環境が変化することで、自然災害や温暖化・冷化、などさまざまな種類の気象変化を引き起こし、

それが社会に跳ね返って損害を与えます。このことを認識した上で、どのような環境問題のパタ

ーンがあるか確認する必要があります。以下に社会的要請が強く、先進的な企業や外国人投資家

など環境問題に関心の高い人々が評価する環境問題を 7種挙げています。企業や団体が記載して

ある項目 7つ全てに注力しなければならないという訳ではなく、自身の企業・団体と関連がある

ものについてのみ対応すべきものです。また挙げられていない項目であっても、関連が深いもの

については対応することが求められています。 

 ① 地球温暖化 

地球温暖化のような気候変動は CO2など温室効果ガスの排出の結果と言われています。地

球温暖化が進行すると、海と地表の表面温度が上昇して、極冠の融解による海面上昇や洪水、

ゲリラ豪雨、台風、干ばつ、野火、砂漠化など様々なリスクが増加すると考えられています。 

 ② 環境汚染 

水質汚染は自動車などの排ガスから出る NOxや Soxが雨に交じり発生する酸性雨や、タン

カーの事故などで発生する油の流出、工場排水などがあります。大気汚染は工場から排出さ

れる VOCやその他様々なガスや化石燃料の燃焼により発生します。土壌汚染は廃棄物の埋め



45 

 

立てなどで発生します。また近年において注目されている海洋プラスチックごみ問題は、分

解されにくいプラスチックが自然環境中に廃棄され、最終的に海洋に流れ込むことで汚染に

つながります。小売店で行われているレジ袋有料化も、この問題を受けた対応策です。 

 ③ 天然資源の枯渇 

産業革命以来、機械化により暮らしを向上させましたが、同時に多くの天然資源を活用し

てきました。また近年ではインドや中国などアジア諸国で工業化が進んでおり、より多くの

天然資源が浪費されるため、枯渇によるエネルギー危機が発生する可能性があります。事業

所の LED化や工場のエネルギー効率化・省エネ化、再生可能エネルギーへのシフトは上記の

CO2排出削減に加えて、天然資源の問題への問題解決アプローチでもあります。 

 ④ 廃棄物処理 

資源の過剰消費や非生分解性プラスチックの生成により、廃棄物処理が追い付かないこと

が問題視されています。これらの廃棄物が埋め立てられることで、大量のメタンガスが発生

します。メタンガスは二酸化炭素よりも温室効果が高いため、地球温暖化問題とも関連性を

持ちます。また先進国から発展途上国への廃棄物運搬や海への廃棄など別の問題まで引き起

こされています。対策として再利用化やリサイクルが行われており、これは天然資源の枯渇

の対応策にもなります。 

 ⑤ 森林破壊 

木材は建材や紙、燃料など様々な工業製品の原材料として用いられています。木材の利用

以外に、農地や住宅地など商用目的で土地を開発する際にも森林破壊が行われおり、森林破

壊の結果、砂漠化の進行や土砂災害の発生リスクが高まります。また光合成による大気中の

CO2 削減効果が減少しやすくなります。無計画な伐採により毎年多くの樹木が失われていま

すが、森林計画など持続可能な開発を行うことで、環境のコントロールが可能です。 

 ⑥ 生物多様性の損失 

森林破壊や環境汚染により、種の生息地が失われることで絶滅等のリスクがあります。近

年特に注目されている問題は多くの種が生息するサンゴ礁の破壊であり、一帯の破壊によっ

て大きな生態系の変化が起こることで発生する水産資源の減少など、生活への影響も大きい

です。 

 ⑦ オゾン層の破壊 

オゾン層は、太陽光から発生する低周波数の有害な光線から生物を保護する役割を持ちま

す。フルオロカーボンが大気中に排出されるとオゾンと化学反応を起こし、一酸化塩素を生

成します。現在では多くの製品で使用が禁止されており、日本において一部使われている箇

所（業務用エアコン等）では、フロン排出抑制法により定期点検等を義務付けられています。 
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 項目 対応の例 

① 

地球温暖化 事業所・工場の省エネ化、LED化、クールビズ、太陽

光発電パネルの設置、再生可能エネルギーの利用、EV

・ハイブリッド車の採用など 

② 

環境汚染 EV・ハイブリッド車の採用、排ガスフィルターの設置、

VOC が少ない製品の利用、浄化槽の設置、バットなど

を利用した液状化学物質流出対策、生分解性プラスチ

ックの利用、エコバッグの利用など 

③ 

天然資源の枯渇 事業所・工場の省エネ化、LED化、太陽光発電パネル

の設置、再生可能エネルギーの利用、製品や燃料のリ

サイクル、 

④ 

廃棄物処理 製品や燃料のリサイクル、製品需要予測の緻密化、環

境負荷の小さい廃棄物処理方法の導入、廃棄の時に環

境負荷が小さくなるような設計、生分解性プラスチッ

クの利用など 

⑤ 
森林破壊 FSC 認証されている材料の使用、木材・紙のリサイク

ルなど 

⑥ 

生物多様性の損失 温室効果ガスの削減、森林破壊の防止、検疫等による

外来生物の侵入阻止、バラスト水の処理、乱獲の防止

など 

⑦ 
オゾン層の破壊 フルオロカーボンが使用されている機器の定期点検、

買換えなど 

 

 

上記項目の項目について、特に外国人投資家からの要請は強く、対応の有無が株価へ大きく影

響を与えることがあります。また国内の金融機関も ESG(Environment, Social, Governance)や

SDGs 推進のための融資など環境に関連したプランを多く取り扱うようになりました。年金基金な

ど大きな資産を長期運用する機関投資家を中心に、企業経営における持続可能性評価が普及して

おり、長期的なリスクマネジメントや環境変化に対応した事業の利益創出が評価されています。

環境側面の評価では、事業活動に伴う環境負荷を正確に把握してその削減に取り組むことや、自

社の商品やサービスを提供することで社会全体の環境負荷を削減することが重要であると考えら

れています。また 2005年に国連が発表した PRI(責任投資原則)では、投資家が従うことを推奨す

る ESGに関連する 6つの原則が掲げられています。 

図表 3-4：グローバルな環境問題と対応策の例 
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2. 目標設定と環境評価 

(1) 目標への道筋とロジックモデル 

 目標の設定は地域環境の問題およびグローバル環境の問題を参考に、各自治体やエリアが直面

している環境問題に向き合うこと で 設

定を行います。例えば東京都の環 境 基

本計画(2016)においては、政策の 柱 の

一つに「スマートエネルギー都市 の 実

現」を掲げています。この政策を 推 進

するために、温室効果ガスの削減 や 再

生可能エネルギーの電力利用率の 割 合

上昇、燃料電池自動車および水素 ス テ

ーションの台数など３つの KPI を 定 め

ました。さらに KPI を実現するた め の

アクションプランの作成を行って お

り、様々な要素が複雑に絡み合っ て い

ることがわかります。 

 
 

 

出所：東京都環境局 東京環境基本計画 2016 

図表 3-6：環境目標 
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このように環境問題解決のためのプロセスを作成は、情報の整理や因果関係の把握、目標設定の

妥当性など多くの手順を踏む必要があり困難です。ここでは問題の解決と自分たちがやりたいこ

ととの橋渡しを行いやすくする、「ロジックモデル」の作成方法をご紹介します。 

 下図は秋田県の、大潟村大潟地域農地・水・環境保全管理協定運営委員会による外来魚や未利

用魚の利用の推進について作成されたロジックモデルです。 

 

 

 

 

 ロジックモデル作成の際に最初に行う事は、一番左の項目「インプット」および「活動」のア

イデア出しを行う事です。アイデアはカードに書き出して並べ替えが容易な状態でロジックモデ

ルのインプット・活動の項目に配置します。ここでは活動に、水路・能動・ため池の草刈・泥上

げや生物調査・希少種の監視、また毛色の異なる地域住民との交流活動や景観植物の植栽活動が

挙げられおり、インプットにはその事業資源として農業者や農地、交付金を配置しています。注

意点として、このアイデア出しの段階ではインプットおよび活動を決定するものではないという

事を認識して頂ければと思います。後述のアウトプットやアウトカムを構築したのちに、振返っ

てモデルを変更することも可能です。またこの工程では多くの利害関係者と話し合いを持つこと

をお勧めします。活動は多面的であればあるほど社会的なインパクトが大きくなることおよび、

“やりたいこと”が一番顕れるところになります。各構成員が自分の“やりたいこと“を表明す

ることで、モデル作成および活動のモチベーション向上につながる効果があります。モチベーシ

ョンの維持はエリア連携のプロジェクトにおいて成否を分ける要素であるため、活動が納得でき

ると同時に自身の力が発揮できるような活動を積極的に取り入れてください。 

 インプットおよび活動が決まりましたら、その活動が直接的にどのような結果を与えるか考慮

して頂き、アウトプットへ掲示してください。活動がどのように良い方向に進むか、どのような

機会が発生するかなどポジティブな面を抜き出してください。また一つの活動から二つ以上のア

出所：農林水産省 ロジックモデルの検証事例

集 
図表 3-7：外来魚や未利用魚の利用の推進に関するロジックモデル 
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ウトプットが生まれることも、一つのアウトプットが二つの活動両方の結果になる場合もありま

す。事例では景観植物の植栽活動から良好な景観の形成および地域内の有機性廃棄物の減量のア

ウトプットが発生しています。また地域内の有機性廃棄物の減量のアウトプットは、景観植物の

植栽活動および有機性物質のたい肥化等資源循環のための活動の二つの活動より、ともに結果と

なる内容になっています。もちろん、この段階では活動が行われていないため結果は分からない

ですが、あり得るストーリーを考慮するだけで十分です。もし、作成したロジックモデルの活動

とアウトプットの関連性が薄いと判断した際は、その時にモデルを変更することができます。 

 さらに話を勧めたものをアウトカムと言います。要素はアウトプットを作成した時と同様に求

められますが、間接的な成果を含む幅広いストーリーを展開させると、活動の有用性は深く掘り

下げられます。最後にインパクトへの落としこみですが、社会への影響を記述します。中身とし

ては、社会的要請が強い地球温暖化防止などグローバルな問題や、騒音・悪臭問題など近隣公害

を、前章の項目を参考に作成してください。事例では、自然環境の保全や憩いや安らぎの場の提

供というアウトカムから、農村環境の保全・向上へとつながり、最後にインパクトとして多面的

機能の発揮で締めくくっています。このロジックモデルを読み解くことで、インパクトから方針

や事業の目的を取り決め、アウトカムの項目より、KPI を設定することができます。 

 ロジックモデルは各社・各個人でも、エリア全体でも作成することが可能です。エリア全体で

作成する場合は、リソースの借り入れが可能であるため活動の幅が広げることができるため、よ

りインパクトの大きい環境要請型のまちづくりが実現します。 

 

(2) 評価パラメータについて 

 ロジックモデルを用いて環境問題の解決に向けたアウトカムを作成したのちに、その KPIや評

価方法を定める必要があります。定め方としては環境省等や民間企業の評価手法を参考にするこ

とができます。以下、典型的なパラメータについて紹介いたします 

 考慮すべき項目の例 パラメータの一例 

温室効果ガス 

目標設定、数値管理、効率化、再

生可能エネルギー 

CO2排出量、エネルギー効率化に

よる CO2排出削減の理論値、消費

電力量の差など 

水利用 
目標設定、効率化、再利用 使用水量、削減された水の使用

量、再利用された水の量など 

生物多様性 
目標設定 植林した本数、生息している固有

種の数など 

廃棄物管理 目標設定、廃棄物抑制、再利用、 廃棄物重量、再利用された原料の
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リサイクル 重量、リサイクルされた原料の重

量など 

化学物質管理 

目標設定、代替品採用、トレーサ

ビリティ 

低環境負荷物質に代替した原材

料の重量、管理やトレーサビリテ

ィを明確にした取扱製品の数な

ど 

 

 

 典型的なパラメータの中で、測量基準を持つものが存在しており、測量法で定めた方法を用い

らなければならないものもあります。また中には専門の道具や設備を用いらなければならない項

目もありますので、専門の環境調査機関に依頼することをお勧めします。 

典型的なパラメータだけでなく、ロジックモデルから派生した具体的な評価指標を定めること

ができます。ロジックモデルの事例 を考

えると、アウトカムの一要素である 「自

然環境に対する意識の向上」では、 アン

ケート評価の結果や当該プロジェ クト

の参加者、現地の環境系 NPOの参加 人数

などアウトカムの成果を図れる指 標

を、定量評価することが望まれま す。 

 

 

3. エリアや複数企業で環境共生を行っている事例 

 地球温暖化問題を軸としたグローバルな環境問題への対応は、日本では 1997年の京都議定書が

議決されて以来、加速度的に社会要請的要請を受けるようになり、国や自治体が主軸となり活動

を行ってきました。遅れて先進的な投資家からの要請を受けて大企業を中心に独自の環境貢献を

進めてきました。しかし近年では SDGsの盛り上がりも後押しして、自治体と企業が連携を取り合

い問題解決に向けて、活動を推進する事例が見られます。 環境省では廃棄物の削減およびリサ

イクルを主軸とした「循環型社会形成推進基本法」に基づき、循環型社会の形成に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために「第四次循環型社会形成推進基本計画」を作成しています。

この計画では環境的側面と経済的側面、社会的側面の統合的向上の方向性として、以下の項目等

を掲げ、2025年をめどに国の方針を定めています。 

 

 

①地域循環共生圏形成による地域活性化 

②ライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

③適正処理の更なる推進と環境再生 

④災害廃棄物処理体制の構築 

⑤適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開 

 

図表 3-8：KPIとして使用する評価パラメータの例 

図表 3-9：パラメータの包含関係 
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 高知県では株式会社伊藤園と「高知県の地方創生の推進に向けた連携と協力に関する協定」を

結びました。高知県が抱える課題を官民共同、市町村と連携・協調して解決することを目的とし

て進められているもので、環境問題や少子高齢化問題などに体系的に取組むための包括連携協定

を締結しています。成果としては、伊藤園によるコーズ・リレイテッド・マーケティングである

「お茶で高知を美しく。」キャンペーンが挙げられます。これは物部川清流保全を目的としてア

ユの稚魚を放流するために、特定ブランドの茶の売上を一部寄付するものです。このように事業

として収益を上げると同時に環境保護を実現することが、今後求められるようになります。展開

している事業が、どのように社会や環境に貢献できるか、他団体とエリア全体で考慮することで

浮かび上がりやすくなります。 

 

4. エリア包括型環境管理システムの構築 

 これまで紹介してきた「社会的に対応が要請されている環境問題」「ロジックモデル」「方針

・KPI の設定」「アクションプラン の

作成」「計測パラメータ」を基にプ ラ

ンを作成します。今回、例として川 崎

市を挙げていますが、実際の事例と は

異なる箇所があります。当事例では 構

築が困難である地域包括型環境管 理

システムを新たに構築することを 意

識しているため、要素の単純化を図 る

とともに、環境以外の要素を出来る だ

け排除することを意識しています。 

 神奈川県川崎市は多摩川に南に 位

置し、東京都と横浜市に挟まれた細が外地形を有しています。川崎港を持つ川崎区や内陸の多摩

区、麻生区など 7 つの区に分けられ、それぞれ環境や課題も異なります。約 75 万世帯、150万人

が住み、45歳～48歳の第二次ベビーブームの世代をピークに持ち比較的労働人口が多い事が特徴

です。事業所数は 2019年時点では、川崎市全体で約 54,000、川崎区で約 14,000、中原区で約 9,500

である。また川崎市は「川崎市総合計画 第 2期実施計画」（2020年）において、以下の課題を

抽出しています。 

 

 

参照：Google マップ 

図表 3-11：川崎市 
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環境面の課題 自然災害（地震、豪雨、浸水など）、エネルギー問題、地球温暖化、

リサイクル推進、生物多様性、クリーンエネルギー、循環型社会の形

成など 

社会面の課題 少子高齢化、人口減少、高齢社会、都市インフラ老朽化、成長・雇用、

イノベーション、女性の活躍、児童虐待撲滅、働き方改革など 

 

 

 

 また環境側面における戦略として、「世界に輝き技術と英知で未来を拓く街」「チャレンジを

続けいつまでも活力あふれる街」「みんなで守る強くしなやかな街」「みんなの心が繋がる街」

を決定しています。さらに行いたい施策を組合わせて全体の戦略の中で位置づけを行っています。

更に 10年戦略としてインプットおよび活動を挙げています。これらの要素より、ロジックモデル

を組み立てなおすと、以下のようになります。 

 

 

 

 黄色で塗りつぶされている要素はインプット・活動にあたる場所にあたります。今回はエリア

マネジメントを行うため各企業や団体が、自分ができるアクションプランを選択（または提案）

して、責任を決めます。次に緑で塗りつぶされた箇所はアウトプットまたはインパクトを示す箇

所です。行ったアクションに対して、KPIを定めて効果を図る項目として利用されます。 

 

参考：川崎市総合計画 第 2期実施計

画 図表 3-12：抽出された川崎市の課題の例 
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 環境マネジメントの難しさは複雑さや分かり難さにありますが、ロジックモデルを完成させる

ことができれば、活動や評価の業務・責任の割り振りが可能となるため、プロジェクトを進行で

きます。 

 

5. 関連する項目 

(1) ESG投資について 

 2018年度の世界における ESG投資残高は約 30兆 7000 億ドルであり、2014年度の約 22兆ドル

と比較して 1.7倍に増加しており、地域別にみると欧州が約 45％、米国が約 40％を占めています。

日本では、2019年の時点で 336兆円であり、前年比で約 1.5倍伸びています。GPIF（年金積立金

管理運用独立行政法人）では 2015 年に PRI に署名を行い、2017 年 7 月に ESG 指数を選定して運

用を開始しました。また 2020 年には積立金基本方針が改正されて、非財務的要素（ESG）を考慮

した投資を推進することが定められています。今後も市場は GPIFと同調するように、ESGを重視

する動きを見せると思われます。 

 2019年では ESGや SDGs に関連する取組を行っている金融機関は約 80％であり、前年の 45％と

比較して、飛躍的に増加しています。また多くの金融機関で取組の一環として SDGs/ESG関連の評

価を融資に加味しているため、今後安定的に借入れを行うためには環境マネジメントシステムの

構築および活動成果のモニタリングが重要になります。 

 

図表 3-13：ロジックモデルと測定パラメータ 
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(2) 補助金・助成金・融資 

 国や自治体が期待する環境対策と実施する事業が合致する場合、補助金や助成金、融資を受け

られる場合があります。例えば行政は民間企業に対して設備等の省エネ化を期待しており、「省

エネルギー投資促進に向けた支援補助金」を企画しています。この補助金は公共団体と法人とも

申請可能であり、高効率空調や産業ヒートポンプなど設備を購入する際に、条件により補助金を

受け取ることができます。令和 3年度においては、公募期間が 2021年 5月下旬～6月下旬であり、

採択発表は 2021年 8月下旬になる見込みです。 

 また日本政策金融公庫の環境・エネルギー対策資金（公害防止対策関係）から融資を受けるこ

ともできます。融資の目的は、大気汚染対策、アスベスト対策、水質汚濁対策、産業廃棄物処理、

3R事業、PCB廃棄物の処分、土壌汚染対策に必要な資金の融資を行うことです。 

 
 
 
 
 

出所：全国銀行協会 全銀協 SDGsレポート 2019-2020（本編） 

図表 3-14：銀行の ESG、SDGsへの注目 
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出所：日本政策金融公庫 

図表 3-15：融資制度の例 
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第４章 「楽しい、住みやすい、安全・安心、きれい」疎結合型商店街の創出 

〜バーチャル商店街を創出してエリア価値を高める〜 

この章では、エリア価値の増大要因をバーチャル商店街創出とその効果の因果関係より考察し、

実際の地域に適用して経済効果を算出します。バーチャル商店街創出を核としてエリアマネジメ

ントに取り組む際のフレームワークに活用していくことを目的とします。なお、バーチャル商店

街とはエリア内の複数の商店街が情報システムを介してバーチャルに疎結合した状態を想定して

おります。 

1. バーチャル商店街を創出してエリア価値を高める。 

(1)エリア価値とは 

エリア価値の要素を「楽しい、住みやすい、安全・安心、きれい」と定義します。具体的に記

述すると次のようになります。 

【楽しい】  

●イベントや祭りが頻繁に開催され、いつもワクワク感がある 

●地域のトピックスや商店街のお楽しみ情報、コミュニティからの情報等、楽しい情報を好き

な時に入手できる 

●地域の名所・旧跡、その歴史や物語で地域を語ることができる 

●名店、人気店、気になるお店、新しいお店を紹介してくれる 

【住みやすい、安全・安心】  

●お買い得情報、セール情報、グルメ情報、健康情報、話題のサービス等、日々の暮らしを支

える生活情報を手軽に入手できる 

●地域内に見守りや買物弱者に対する情報網が張り巡らされ高齢者にやさしい 

●地域防災・減災に関する情報の取り組みやこれらを支援する活動が定期的に実施されている 

●子育て支援が充実している 

●犯罪がない 

●地域の多様なコミュニティに気軽に参加でき、人と人の交流を深めることができる 

●行政との意思疎通が図りやすい 

【きれい】     

●掃除が行き届いている 

●清掃活動、花植え活動等、環境保全に対して意識の高い取り組みがなされている 

 

(2)エリア価値の概念図 

エリア価値の構成要素の関係を図表４－１に示します。住民目線に立ち「安全・安心」が基盤

となって、その上に「住みやすい、きれい」が実現され、そこから「楽しい」が生まれるという
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概念を表したものです。 

 

図表４－１ エリア価値の概念図 

このようなエリアの実現を目指し、地域インフラとしての情報システムをバーチャル商店街の

創出を通して構築します。 

 

(3)バーチャル商店街創出の狙い 

地域インフラ整備による社会資本のストック効果（継続的かつ中長期的にわたって得られる効

果）とエリアマネジメントの先行実証研究で地価向上の取組みにあげられている事例を対比させ

たのが図表４－２です。 
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図表４－２ バーチャル商店街創出の狙い 

図表中に示しましたが、地域インフラ整備のストック効果のうち、⑦コミュニティ形成をバー

チャル商店街創出の狙いとして位置づけます。理由は、コミュニティ形成活動の活性化は前述し

たエリア価値の要素である「住みやすい、安全・安心」への取り組みであり、情報システムの得

意とするところだからです。今後、地価向上の取組み事例として、今回の取組に対する実証研究

が始まることを期待したいと思います。 

 

(4)バーチャル商店街情報システムの構造 

エリア価値を貨幣価値であらわすと土地価格で表されます。土地価格は多くの要因（例えば、

立地、実効容積率、駅からの距離、商業地へのアクセス等）から関係式を求めて導出されますが、

「楽しい、住みやすい、安全・安心、きれい」というような比較的見えにくい価値に対しての考

慮はなされてこなかったというのが現状です。しかしながら、この見えにくい価値が地価を高め

る要因になっていると考えるのが妥当と思われます。この見えにくい価値を高める仕組みを構築

することがバーチャル商店街創出の真の狙いです。 

図表４－３は、バーチャル商店街情報システムの構造を表したものです。どのような情報をイ

ンプットととして取り込み、そのアウトプットであるエリア価値にどのように変換していくかを

プロセスアプローチ風に示した図です。 
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図表４－３ バーチャル商店街情報システムの構造 

プロセスアプローチでは、アウトプットの質を上げる（エリア価値を向上させる）にはインプ

ットの質とプロセスの質をそれぞれきちんと管理していくことで達成できるといわれます。バー

チャル商店街情報システムにおいては、インプットの質向上として、各種インプット情報の正確

性、信頼性、タイムリー性に関するデータ管理があげられます。またプロセスの質向上に関して

は、バーチャル商店街情報システムが PDCA サイクルを回す構造として構築されているかが重要

になります。 

 

(5)バーチャル商店街の強み 

このような情報システムの構造を有したバーチャル商店街（エリア内の複数の商店街がバーチ

ャルに疎結合している状態）の強みは、以下のようなものが考えられます。 

・地域密着型の商店街を実現できる 

・多種多様な業種・業態の商店街を構築できる 

・お店と顧客の双方向コミュニケーションが容易に構築できる 

・バーチャル広場の利活用（産地直送マルシェ、オンライン落語会等）が進む 

・地域の名所旧跡、歴史的資産をバーチャルに訪問できる  等々 

バーチャル商店街情報システムは、既存の商店街が有する機能を拡充させたものですが、これ

によって、既存商店街の課題（賑わい、活性化）解決の橋頭保にすることが期待できます。勿論、

具体的な処方箋（解決施策）は、各商店街が置かれている立場を関係者間で相互理解しバーチャ

ル商店街として目指す方向性について合意したもとでなされることになります。また、バーチャ

ル商店街のあるべき姿を決定していく要因として外部環境の大きな変化を機会としてとらえてい

く必要があります。 
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(6)商店街への期待の変化 

中小企業庁地域経済産業グループのワーキンググループによれば、「商店街は、地域の住民・

利用者の目線に立った多様なニーズにこたえる（コミュニティ機能を備える）ことによって地域

コミュニティにとって必要な存在であり続けるべく変革が求められている」との提言がなされて

います（図表４－４）。近い将来、商業機能中心からコミュニティ支援機能を備えた商店街へ変

革していくことが強く求められています。 

 

図表４－４ 商店街における商業機能とコミュニティ支援機能の関係/中小企業庁資料 

 

(7)商店街のＤＸ 

図表４－５は、商店街を取り巻く課題に対するＤＸについて取りまとめたものです。 



61 

 

 

図表４－５ 商店街の DX 

図表に示したように、流通環境はオムニチャネル、ＯＭＯ、実店舗とＥＣのシームレス化が進

展し、EC サイトでの商品探し（受注場）、実店舗（体験場）での受け取りのような新しい消費

者体験の創造が主流となっています。商店街の各地域においては高齢化が進む一方でデジタルネ

イティブが主役となりつつあります。また SDGS、HACCP 対応、新たなエコシステム、ラストマ

イルの構築等への対応も求められております。さらに、5Ｇの出現により IOT や AI の活用が加速

されており、商店街を取り巻く環境は大きく変化しています。個々の商店街においては、商店街

の本来の持っている機能を拡充して地域の魅力を発信しつつ、デジタル社会にしぶとく生き残る

ことが望まれます。これからの商店街はこのような環境の変化に適応しながらも「楽しい、住み

やすい、安全・安心、きれい」なエリアを創造していく役割を積極的に担っていくことが、商店

街衰退のリスクを軽減することに繋がっていくと考えます。 

 

(8)商店街の目指す方向 

商店が集まる街から生活を支える街への変革を促す情報システムを構築し、ニーズの多様化に

応える地域に変革することが商店街の目指す方向と考えます。図表４－６は、横軸に地域コミュ

ニティ機能、縦軸に商業機能をとり、商店街の目指す方向を矢印で表した図です。 
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図表４－６ 商店街の目指す方向 

繰返しになりますが、現行商店街の強みを活かしつつ、DX、SDGS の活用を機会としてとらえ

て地域コミュニティ支援型の商店街に戦略的に変革させていくことが重要です。バーチャル商店

街を創出することで、街全体のコミュニティ支援機能を高めエリア価値を高めることが可能と考

えます。現行の商店街の店舗構成は、結果的には住民・利用者である顧客が決めることになりま

すので、バーチャル商店街創出においても顧客目線で加盟店参加基準を設け、その基準をクリア

ーした店舗に参加資格を与える等で適正化し、全体のバランスを保ちつつコミュニティ支援機能

の高い魅力ある商店街に成長させていく必要があります。個店の経営が成り立っていかないこと

にはバーチャル商店街としての魅力は高まらないことに留意が必要です。「情報システムのため

にバーチャル商店街があるのではなく、バーチャル商店街のために情報システムがある」ことを

念頭に、引き続き個店においては、自店の魅力を高めるための経営努力が必須と考えます。 

 

(9)バーチャル商店街情報システムの機能 

このようにバーチャル商店街の中核となる情報システムは、地域コミュニティにとって必要な

存在であり続けるためのドライバーになります。さらにそのなかで核となる機能が情報システム

化の狙いに定めたコミュニティ形成機能です。加えて「住みやすい、安全・安心」機能、 
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図表４－７ バーチャル商店街情報システムの構成機能イメージ 

イベントショッピング等の情報発信機能、環境整備のための機能（広場、設備等の環境面の整備

に関して住民の声を行政に届ける）等が必須機能と考えます。そのイメージが図表４－７です。 

 

 

 

(10)バーチャル商店街創出と効果の因果関係 

バーチャル商店街創出とその効果の因果関係を表したものが図表４－８です。 
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図表４－８ バーチャル商店街と効果の因果関係 

最終的な目標（行政にとっては地価上昇による税収増、商店街にとっては売上向上）と住民の視

点との関係を考察したものです。バーチャル商店街情報システムを地域コミュニティの担い手と

して位置づけ、住民にとってはショッピング機能による利便性向上、安全・安心の向上、また、

良好な環境整備による環境意識の向上を目指します。目に見えない価値（楽しい、住みやすい、

安全・安心、きれい）を付加し、地域住民の満足度向上を目指す情報システムを戦略的に構築す

ることがゴールになります。既存のリアル商店街とバーチャル商店街との 2 階建て商店街にする

ことで、例えば実店舗でのスマホ活用を積極的に促進してもらう、商店街からの情報発信力を高

める、住民や地域コミュニティとの情報交流を深める、公共機関をはじめとする様々な主体とシ

ステム連携し情報の流れを活発化していく等の戦略を練りエリア価値をあげていきます。 

バーチャル商店街の成長性は、リピート率、PV 数、コミュニティのジャンルやコミュニティ

数等の指標を設定して測定します。 

 

(11).バーチャル商店街情報システムのシステム構成 

バーチャル商店街情報システムのシステム構成を表したのが図表４－９です。 
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図表４－９ バーチャル商店街情報システムのシステム構成図 

システム機能として、ログイン機能、バーチャル店舗登録機能、地域 SNS 機能、ショッピング

機能、安全・安心機能、目標策定機能、データ解析機能を実装します。システム構成のうち、見

守り、買物弱者、コミュニティ形成については、SaaS を利用することで初期投資を抑えます。ま

た、ユーザインターフェースについては、Web システムを構築し柔軟性を担保します。また、シ

ステムの有効性の監視機能は Google アナリティクス等、無償ツールを活用すれば費用を抑えるこ

とも可能です。以下に、今回のシステムに必須と考えている見守りシステム、買い物弱者支援シ

ステムに関する具体的なイメージを図表４-１０，図表４－１１に掲載します。 
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① 高齢者見守りシステム概要（ツイッターの仕組みを活用） 

 

図表４-１０ 高齢者見守りシステムの概要図 

これは、ツイッターの仕組みを活用したもので、地域の商店街、地域のボランティアに協力を依

頼しながら構築します。 

② 買物弱者支援システムの概要（日用品購買） 

買物サポート事業として、買い物センターを設置し、買物代行システム御用聞き、電話で注文、

自宅へ配達を行います。見守りシステムと連携することで、地域の安全・安心機能を強固に実現

します。 

 

図表４－１１ 買物弱者支援システムの概要図 
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(12)バーチャル商店街ビジネスモデル 

バーチャル商店街創出のビジネスモデルを図表４－１２に示しています。立上げ当初は、公的

助成金を活用しますが、地域コミュニティにとって必要な存在であり続けるために、システムの

構築費やシステム開発費は、システム利用費、販売手数料で賄うようにします。また、自主財源

の確保事業として広告枠の販売、データ提供等の収益化事業を立ち上げ、既存の商店街会員、賛

助会員からの会費徴収に頼らない自主的な運営を目指します。運営体制については、商店街振興

組合、NPO、および中小企業診断士が連携して民間主導型のまちづくり会社を設立し、行政のま

ちづくりプランとの関連性を明確にしながら進めていきます。 

 

 

図表４－１２ バーチャル商店街情報システムのビジネスモデル 
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(13)バーチャル商店街・運用面の課題とその対策 

 

図表４－１３ バーチャル商店街情報情報システムの運用面の課題とその対策 

バーチャル商店街を創出するにあたって、課題（リスク）とその対策を事前にたてておくこと

は重要です。中核となるシステムは新規構築の情報システムであり、稼働後は、システムメリッ

トが多いと考えていますが、システム企画のフェーズにおいてどのようにしたら主旨に賛同し喜

んで参加してもらえるかが課題です。稼働後のメリットを享受してもらうために、システム構築

の基本的考え方とバーチャル商店街活用指針等のガイドライン（図表４－１４）を作成し、Ｑ&

Ａ方式の説明資料を事前準備しておくことで対応します。なお、ガイドラインにはバーチャル商

店街としてブランディングを行っていくため、参加店舗の選定基準を設け、各個店の魅力にプラ

スする方針であることを明記します。 
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図表４－１４ ガイドライン目次 

2．バーチャル商店街創出の経済効果 

バーチャル商店街を創出することによる経済効果は、当該エリアの地価上昇および売上高向上

によって測定します。地価上昇額については、収益性・利便性・快適性の水準の差は地価水準の

差にあらわれるという考え方に基づき、便益を地価という指標を用いて貨幣尺度で計測する手法

（ヘドニック・アプローチ）を用います。当該エリア内の複数地点の地価データから現時点の地

価関数を推定して地価を算出しバーチャル商店街創出後の推定地価との差異により地価増加額を

算出します。 

対象エリアにおける売上高（現状）は、e-Stat で公開している「地域データ」および「地図で

見る統計データ（ｊSTAT MAP）」のデータから算出します。バーチャル商店街創出後の売上高

は、バーチャル商店街への訪問客の増加は、小売り、飲食店、サービス業の店舗の売上高に変化

をもたらすと考えます。 

 以下に、バーチャル商店街創出の経済効果についての算出手順を実際の地域に適用して説明し

ます。 

 

 

(1) バーチャル商店街創出エリアの決定 

バーチャル商店街創出エリアとして筆者の居住地域でかつ顧問的中小企業診断士（世田谷区施策）

として支援している商店街を含む世田谷線沿線地域（赤枠；2.217 平方キロメートル）を想定し

ます。 
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ここには、個性ある 11 の

商店街が存在しておりま

す。これらをバーチャル商

店街として租結合させ、沿

線住民にとって新たな魅

力を感じる商店街を創出

させることにします。 

11 商店街の店舗数（会員

数）を合算すると 1000 店

舗超となり、店舗構成もサ

ービス、医療・健康、グル

メ、ショッピングと多岐に

わたります。 

これらの商店街は、いずれ

も地域密着型を特徴とし

ており、安全・安心、来街

者増を共通課題としてい

ます。また、各商店街を顧問的中小企業診断士（世田谷区施策）が支援しており、人的面での連

携がとりやすいのも強みです。 

バーチャル商店街のエリア規模は沿線から 500m 範囲としました。 
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(2)対象エリアの地域特性 

当エリア内の単身世帯比率は 66.6％ですが、人口構成比で見ると 75 歳以上の後期高齢者人口

比率が 17.3％を占めており、高齢単身世帯が増えています。また、核家族世帯（夫婦と子供から

なる世帯）も増加しています。 

 また、当地域は、世田谷区の空き家等対策計画（平成 30 年 10 月）によれば、区内において空

き店舗率が高いエリアであり、空き家対策についても考慮された情報システムを構築する必要が

あります。 

 

図表４－１５ 政府統計の総合窓口（e-Stat）平成 27 年国勢調査 

 

(3)地価データの収集 

対象エリアの地価データを土地総合情報システム（国土交通省）より収集します（赤丸 17 地点）。 
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図表４－１６ 世田谷区の公示価格/基準地価マップ（国土交通省土地総合情報システム） 

 

(4)対象エリアの説明変数の決定 

対象エリアの説明変数を決定します（今回は 3つの変数）。 

地点№ 地価（円/㎡） 

説明変数 

商店街店舗数 商店街名 

実効容積率(％) 商店街までの距離（ｍ） アクセシビリティ 

1 860000 300 100 1.015173 255 下高井戸 

2 596000 150 560 0.128444 255 下高井戸 

3 607000 150 480 0.036363 60 赤堤 

4 662000 100 320 0.059152 60 赤堤 

5 693000 200 450 0.134245 205 山下 

6 630000 200 300 0.218377 205 山下 

7 799000 300 90 0.926110 205 豪徳寺 

8 649000 100 320 0.202103 221 豪徳寺 

9 780000 300 220 0.341574 221 上町 

10 614000 150 500 0.127534 221 桜栄会 

11 650000 300 190 0.407275 221 世田谷 

12 760000 300 10 6.3095734 100 松陰神社 

13 641000 200 230 0.1113628 76 若林 

14 713000 300 170 0.1600570 76 若林 

15 671000 150 350 0.0672871 76 若林 

16 1890000 600 390 0.1873870 241 三和会 

17 2670000 500 60 1.3007438 177 三軒茶屋 

図表４－１７ 対象エリアの地価と説明変数 
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バーチャル商店街創出による効果を表す説明変数として商店街へのアクセシビリティを設定し、

その算出式を決めます（今回は以下の算出式）。 

アクセシビリティ＝商店街店舗数÷（各地点から商店街までの距離）1.2 

 

(5)対象エリアの地価関数算出（補正後） 

対象エリア 17 地点の地価について重回帰分析をおこない地価算出式を求めます。 

  

地価＝-398876＋2,937×（実効容積率）＋1106×（商店街までの距離）＋650918×（商店街へのアクセシビリティ）  

図表４－１８ 重回帰分析結果 

分析結果にある回帰統計の補正Ｒ2 は 1 に近いほど分析精度が高いことを示します。また地価に

変換する係数のうち t値は説明変数の説明力を表し、絶対値が大きいほど説明力があることを意

味します。今回の重回帰分析結果においては、補正 R2、t値ともに低い値を示しており重回帰式

として「あてはまりのよい」結果とはいえません。このような分析結果となった原因は、バーチ

ャル商店街の創出効果を表すアクセシビリティが適切でなかったためと判断されます。 

 

(6)対象エリアの地価増加額 

対象エリアの地価増加額を上記の地価関数を用いて算出したところ、それぞれの地点で現状の

1.24 倍から 4.75 倍となりました。バーチャル商店街を創出することにより見えない価値を貨幣

価値として示す試みをついては、バーチャル商店街へのアクセシビリティの概念をどのように設

定するかがポイントになります。引き続き説明変数については再検討をおこなっていく予定です。 

 

(7)対象エリアの売上増加額の算出 

エリア内売上高は、エリア内の事業者構成数、各業種の平均売上高、各業種の事業所数を把握

することにより下記の式で算出します。 

売上高＝Σ（業種別平均売上高×業種別事業所数） 

業種別事業者数は、e-Stat から該当エリア（500 メール範囲）を指定して求め、平均売上高は世田
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谷区全体の売上高から事業所数を除して求めます。バーチャル商店街を創出することで賑わいが

創出されその訪問客の増加が小売り、飲食店等、当エリア内事業所の売上高に変化をもたらすと

考えられます。エリア構成業種のうち、卸・小売業、宿泊・飲食サービス業、医療福祉業の伸び

率目標をそれぞれ 3％、6％、2％と設定して算出した結果を図表４－２０に示します。 

 

図表４－２０ エリア売上高算出表 

以上、この一連の手順は算出プロセスの標準化を狙ったものです。今後、分析、評価を重ねるこ

とで、エリアの特性に合った経済効果算出モデルにしていくことが可能と考えています。 

 

【参考文献】 

１ エリアマネジメントが地価にもたらす影響のメカニズム（御手洗潤ほか、2016 年度） 

２ エリアマネジメントによる地価への影響の定量分析（平山一樹ほか） 

３ 千代田区の BSCの意義と他の地方公共団体への適用可能性（地域デザインフォーラム、2006

年） 

４ 地域の人々をつなぐ ICT 利用事例（総務省 平成 30年版情報通信白書） 

５ 世田谷区空き家等対策計画（世田谷区、平成 30 年） 

６ 令和元年度「調査・研究事業」『街なか･リノベーション支援モデルに関する調査研究』（中小

企業診断協会） 

７ DXレポート（経済産業省 平成 30年） 

８ 市街地再開発事業の費用便益分析マニュアル案』（国土交通省 平成 19 年度） 

９ 地域コミュニティにおける商店街に期待される新たア役割と支援のあり方（中小企業庁、令

和 2 年） 
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第 5章 コロナ禍が影響を及ぼした「働き方改革」から「関係人口増加」へ 

～南房総市ヤマナハウスを中心にして～    

1.コロナ禍以前の働き方改革のねらい 

 2018 年に働き方改革関連法（働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律）が成

立し、2019 年 4 月より順次施行が始まった働き方改革関連法は、労働に関する 8 つの法案の改正

を行うための法律です（図表 5-1）。労働者が自身のワークライフバランスに合わせた働き方が

できる社会を実現する取り組みであり、長時間労働の是正、雇用格差の是正、多様な働き方の実

現の 3 つが、働き方改革のねらいと言えます。その中で、第一段階としての取組みは、「非正規

雇用の処遇改善」「長時間労働の是正」「女性・若者が活躍しやすい環境整備」が大きく進みま

した。そして、第二段階として政府は「柔軟な働き方がしやすい環境整備」を進めてきました。 

少子高齢化が進行していく中で生産性を向上させるためには、従業員は企業の理念やビジョン

を理解し、企業は信頼や貢献意欲を持って働けるように社内制度を充実させることで従業員のエ

ンゲージメントを高める必要があります。2017 年に厚生労働省で開催された「柔軟な働き方に関

する検討会」では、雇用型テレワーク、自営型（非雇用型）テレワーク、副業・兼業のガイドラ

イン案の策定に向けた検討が行われました（図表 5-2）。特にテレワークは、時間や場所を有効

に活用できる柔軟な働き方を制度化することになり、子育て、介護と仕事の両立手段を提供して

働き易い職場環境を提供することでワークライフバランスを保つことが可能となります。これに

より多様な人材の能力が発揮される環境が整えられて、少子高齢化に対応した生産性の向上を推

し進めることが出来ます。 

図表 5-1「働き方改革導入スケジュール」    

 

 
 

       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

出所：政府広報 https://www.gov-online.go.jp/cam/hatarakikata/about/ 
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図表 5-2「柔軟な働き方に関する検討会」具体的内容 

テレワーク 
雇用型 在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル勤務 

自営型（非雇用型） 外注、アウトソーシング 

副業・兼業 
労働者の活動を企業内に限らないことで、スキルアップと優秀な人材活用の

手段となる  

出所：厚生労働省  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000189535.html より著者作成  

2.コロナ禍による働き方の新しいスタイル 

これらの働き方改革が今回の新型コロナウイルス感染症で注目を集めたポイントとして「従業

員の安全を確保しながら業務を継続させる」という事に重点が置かれたことにあります。 

アフターコロナ、ウイズコロナ、ゼロコロナと感染症に対する考えが変化する中で、生活スタ

イルやビジネススタイルとしての新しい生活様式（スマートライフ）を模索するようになりまし

た。厚生労働省は、一人ひとりの基本的感染対策や日常生活を営む上での基本的生活様式に加え、

日常生活の各場面の生活様式として、買い物、娯楽・スポーツ、公共交通機関、食事、イベント

での具体的な対処、また、働き方の新しいスタイルとして、テレワークやローテーション勤務、

時差出勤、オンライン会議、非対面打合せの喚起とマスク着用等々、生活とビジネス全般での実

践例を示していますⅰ。サテライトオフィス、シェアオフィス、コワーキングスペース、という

「どこでも働くことが出来る環境」を整備して職住接近を実現するというコロナ禍以前の提言か

ら、なるべく集まらない職場環境の整備が必要である、と変化しています。新型コロナウイルス

感染症対策専門家会議の「新型コロナウイルス感染症対策の現状分析・提言」（2020 年 5 月 4 日）

ⅱ、では 6 つの提言がなされました。そして、この取り組みは緊急事態宣言時だけには止まらず、

アフターコロナという言葉に象徴されるように、コロナ以前の状況には戻れない不可逆な状況を

想定して感染症の存在を前提とした生活を続けて行く方策を考えなければなりません。しかしな

がら、緊急事態宣言を終了し、Go To 等で、経済を活性化させようとした途端に感染者数が増加

し、それどころか激増する状況となり 2021 年 1 月 8 日には一都三県に 1 月 14 日には二府五県に

緊急事態宣言が発出される事態となりましたⅲ。また、指定されなかった自治体は独自に緊急事

態宣言を発出することでこの難局を乗り越えようとしています。緊急事態宣言の内容としては、

人と人との接触機会をなるべく減らすために、外出や移動の自粛を始め、出勤者数の 7 割削減、

20 時以降の勤務抑制の要請が出されました。これにより、各企業はテレワークや出勤日数を減ら

せる勤務体制を導入すべく会社のシステムを根本から変える必要に迫られました。つまり、従業

員が家族の安全や生活の不安を無くすために、首都圏から離れても職住接近、職住融合の生活を

可能とする会社の仕組みを構築する必要に迫られているのです。企業側は緊急避難的な対策から

抜け出し「新しい社会の仕組みの作り直し」に対応するために、コロナ禍を機に覚醒した人と彼
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らにフィットした組織で、従業者や企業の未来を支えて行くことが喫緊の課題となりました。こ

のような環境の変化に対して、本当に首都圏に住む必要があるのか、少々通勤時間が伸びても首

都圏で支払っている家賃ならば地方では３LDK が借りられる、食費や光熱費が抑えられる、自然

に囲まれた生活が出来る、子供を伸び伸びと育てられる、という地方で生活するメリットに目が

向けられるようになりました。 

3.二拠点居住と言うライフスタイル 

 2018 年 12 月 17 日に㈱リクルートホールディングスが発表した 2019 年のトレンド予測キーワ

ードには、住まい領域で「デュアラー」が選ばれましたⅳ。都市と田舎の２つの生活を楽しむ二

拠点生活者を示しているのですが、豪華な別荘を持つというイメージではなく、20～30 代の会社

員やその家族が空き家やシェアハウスを活用して二拠点生活を楽しむ人が増えるであろうという

ものでした。リクルートホールディングスは、その背景には、東京一極集中で利便性を重視して

きたことで郊外生活へのあこがれが再燃したこと、また、シェア文化の浸透や民泊の合法化、空

き家の増加、等が低コストでの住宅所持のスタイルへの選択肢が多様化したことを挙げています。

都会と地方に二つの拠点を持つことでワークライフバランスを保つという考えを持つ人が少しず

つ増えてきており、都内で二拠点での活動について情報交換やワークショップを主催するサロン

を開催する取組みも行われて、若い人が二拠点居住に関する情報に気軽に触れることが出来る環

境が整いました。そして、働き方改革や副業の解禁の動き出てくると、会社が従業員の一生を面

倒見るという日本独特の固定概念をコロナ禍が一気に後押しをするような形で変化させていま

す。富裕層のイメージが強い別荘生活とは異なり、シェアハウスや空き家の活用という地域の活

性化に繋がる活動として理解されることで、二拠点居住と言うライフスタイルが単なるトレンド

から昇華し、幸福度や満足度を向上させる生活の方法として多くの人に求められるライフスタイ

ルとして市民権を得るようになりました。 

4.千葉県で二拠点居住の起点としての機能を持つ『ヤマナハウス』 

 住宅情報誌が二拠点居住の情報を特集して物件の販売を試みている地域もありますが、千葉県

庁のホームページ、BE-PAL、Daytona、週刊 SPA、朝日新聞、房日新聞、等で取り上げられた、

南房総市に移住した永森昌志氏の活動からコロナ禍の社会の変化に二拠点居住がフィットするの

かを見て行きます。 

ヤマナハウスの代表である永森氏は、新宿で二拠点居住のサロンを開催している合同会社

AWATHIRD の代表を務めており、2007 年に二拠点居住を始めました。目的は週末にサーフィン

等のアクティビティを楽しむことでしたが、一番の目的は都内でのルーティンワークのストレス

から解放されることでした。一軒家を友人４人とシェアし、田んぼのオーナー制度に参加して地

域との関りを持つようになり、共同創設したシェアオフィスやレンタルスペース機能を持つ

「HAPON 新宿」で南房総での二拠点居住の良さを発信するために「南房総２拠点サロン in 東京
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/新宿」を主宰するようになりました。2013 年には完全移住し、南房総市公認プロモーターとし

て HAPON 新宿から情報発信を行っています。コロナ禍の影響で、現在はリアルのサロンは中止

していますが、民家を活用した滞在サービスに関するアンケートや、移住・二拠点居住体験のオ

ンラインイベントを開催しています。 

永森代表は、二拠点生活を始めたときに田んぼのオーナー制度に参加することで地元コミュニ

ティとの関りを増やして行った経験から、自然と共生したシェア里山をテーマに 2015 年に『ヤマ

ナハウス』を始動させました。テーマとしている里山とは、狭義には「人の手の入った森や林」

を指しますが、地形的に山であることは問われません。里山のシステムは、主に農業などの生産

活動を行う里と、権力と消費・交換の都、そして精神的な超越した力をもつ畏怖の対象である山、

これらの３極が日本の社会経済の基本構成を成していたと考えられⅴ、森と林および農地をいろ

んな集団が継続的に共存する場として、また継続的に自然からの恵みを維持できるシステムであ

ることが求められますⅵ。ヤマナハウスは都内から車で約 2 時間の南房総三芳に位置し、江戸時

代からつづく築 200 年とも 300 年とも言われる古民家、休耕地の畑、背部の小高い裏山で構成さ

れています。3500 坪の敷地に「古民家」「休耕地」「裏山」の三つの要素がコンパクトにまとま

っている里山では、月例アクティビティとして 20 年近く人が住んでいなかった古民家を、大掃除

し、DIY し、裏山を整備し、休耕地を活用して、毎月少しずつ手入れをして本来の里山にするた

めに人の手を入れています。これらの活動から古き文化に学び、新しいものと自然が共生する里

山の新しい活用方法を提案しています。都市部の人々の二拠点生活や移住の準備拠点として、気

軽にアクセスできる立地でアクティビティを通じて地元の人々と自然に交流できる活動に対して

行政や多くのメディアが大いに注目しています。 

   
出所：南房総２拠点計画HP
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5.クラウドファンディングを活用した情報発信 

 「シェアする『次世代型』里山！みんなで楽しめる拠点を南房総に！」というテーマで、2020

年 1月 24日から 3月 9日まで募集したクラウドファンディングの目標金額150万円に対して 127

名から 2,064,000 円の支援があり、目標金額を大きく達成しました。目標をクリアするのが比較

的早く、関心の高さがうかがえます。そこで、ヤマナハウスの SNS（フェイスブック）への「い

いね」の件数の推移（図表 5-3）を見て、関心の高まりを確認します。2019 年の 1 月では「いい

ね」の数は 385 でした。ところが、半年後の 2019 年 9 月には 603 と約 1.6 倍に増加しました。こ

れは、リクルートが二拠点居住を意味する「デュアラー」をトレンドワードの予測と合致してい

ることを示しています。その後、2020 年 1 月 1 日に 768 まで増えたものが、2020 年 12 月 21 日に

は 1079 と 4 桁に乗りました。新型コロナウイルス感染症の流行に現実味が帯びてきた 2020 年に

ファンドを募集することとなったのですが、クラウドファンディングというインターネットを通

じた現代的な支援方法に、新型コロナウイルスの蔓延が心配されて都心から地方に目が向いて情

報を検索している人々の思いが融合した結果であると分析します。 

次に活動に対する問い合わせの推移を（図表 5-4）を見ると、2018 年には 12 であった問い合わ

せの件数が、トレンドワードと予測された 2019 年には 28 件、2020 年には 30 件と注目の高さが

見て取れます。新規の問い合わせが短時間に増加するということは、単なるトレンドワードであ

った二拠点居住が、新型コロナウイルス感染症の首都圏での拡大の影響を受けて職場環境が変化

することに合わせて、首都圏中心のライフスタイルから地方でのライフスタイルへと移行するこ

とへの現実性が、クラウドファンディングという活動目的や意義に共感・賛同すると「インター

ネットを通じて実現への足がかりが掴める」という時代にフィットした方法で魅力を伝えること

で、加速的に賛同者を増してきたことが、ここにも表れていると言えます。 

図表5-3「FB いいね数」

2019/1/1

2019/9/1

2020/1/1

2020/3/1

2020/12/21

図表5-4「WEB問い合わせ」

2016年

2017年

2018年

2019年

2020年

385

603

768

7件

8件

12件

28件

30件

854

1079

 
クラウドファンディングに127名の支援
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6.首都圏ゲスト、二拠点居住者・移住者、地域住民が交流するヤマナハウスのアクティビティ 

 2015 年に開始した活動の根幹を成すアクティビティは、月例アクティビティとイベントの２つ

となります。開始当初は手弁当の活動でしたが、月間アクティビティについてはクラウドファン

ディングで支援された資金で、ウッドデッキ、焚火シアター、キッチン改造、ハーブ園、太陽光

発電、等の多様な作業が可能となり、これらの技術や知識を持つ人的資源を中心に、これを手伝

う人が集まることで「新型コロナウイルスの罹患リスクから逃げてきたよそ者」ではなく、「内

と外の人々が自然に交流できるの拠点」としての機能を加速度的に高めることに成功しました。 

これらの活動への実際の参加状況を 2020 年 12 月のスケジュール（図表 5-5）で見ると、「はじ

めての狩猟講座」「里山文化継承論」「ジビエ BBQ」「里山バル」「トライアルステイ滞在」「ワ

ーケーション体験」でスケジュールが埋まっており、アクティビティの注目度が一目で判ります。

2020 年 7 月からの来訪者リスト（図表 5-6）を見ると、南房総域内 36%、首都圏及び千葉県南房

総域外 64%と１対２の関係で地域住民と域外ゲストがバランス良く交流している状況も見て取れ

ます。ヤマナハウスが首都圏ゲスト、二拠点居住者、移住者、地域住民の「交流の拠点」となっ

ている状況が一目でわかります。 

    

 

 

図表5-6「ヤマナハウス目的別来訪者データ」

房総 房総外

月例アクティビティ 48 57

初めての狩猟講座 6 11

プライベート狩猟レッスン 1 12

オープニングイベント 10 12

里山バル、キラキラBBQ 27 43

林業講座 2 2

宿泊 トライアルステイ 0 14

GOBO 3 12

萬隊 2 4

ちょこ研 5 19

取材 3 5

合計 107 191

36% 64%

活動

来訪
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次に 2020 年の活動を見て行きますⅶ。 

(1)月例アクティビティ 

  月 1～2 回、週末に開催し、ベース基地とも言える古民家の改築の DIY、休耕地や裏山の整

備、等で参加者同士が各々持つ技術や知識を教え合い、学び合うことで首都圏ゲスト、二拠点

居住者、移住者、地域住民が一つの作業を一緒に行った後には、移住や二拠点居住の体験談を

聞き、里山の現状を聞き利活用について話し合います。 

 

(2)イベント 

  ➀里山バル 

   ゲスト料理人の料理を囲んで移住者、二拠点居住者、地域住民と交流を深めています。 

2020 年は「どぶろく×芋煮」「山の幸・海の幸アメリカン×クラフトビール」「手打ちうど

んと日本酒ナイト」を実施しました。 

   

  ②はじめての里山講座 

   地域で活動している方々を講師に迎え、里山の生活、文化、趣味に深く携わる達人たちか

ら学びます。狩猟講座、ハーブ園講座、里山整備、里山文化探訪、染色や野草採集など各講

座を通して「里山の本質を知る」ことに重点を置いています。 

   1)里山生活力 5 本勝負～染める 

   里山の生活と染色の関わりを座学で学んだ後は、里山から染める材料を探して染色の作業

を体験します。 
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     2)はじめての狩猟教室 

里山の豊かな自然に触れて観察をしながら、狩猟の基礎と実践を学びます。狩猟者から

罠を実際に掛ける指導を受けます。地域の獣害対策への貢献活動の一環としても認知され

ています。 

     3)プライベート狩猟レッスン 

    初めての狩猟教室に選択オプションを付けた、オーダーメイド・レッスンです。新型コ

ロナ感染症対策としての注目も高く、ニーズが高まっています。 

   4)はじめての裏山探検～里山整備を楽しく学ぶ 

    里山の豊かな自然に触れて観察をしながら、樹木の名称や利用法を学びつつ里山を整備

して行きます。 

  ③ ヤマナハウスのクラウドファンディング達成記念オープンイベント、キラキラ BBQ 

   南房総バーベキュー協会（日本バーベキュー協会公認）の協力によるジビエ BBQ 

  里山の豊富な自然が獣害となって人里へ被害を与えている状況は多くのメディアでも報告さ

れていますが、獣害対策で駆除された野生動物の多くは廃棄されています。獣害対策とジビ

エ BBQ の融合は里山を維持しながら資源を有効活用していることを認知してもらいました。 

   

 (3)対外的活動 

   ➀ トライアルステイ 

   南房総市が主催する定住促進の施策の１つで、暮らすように南房総市に滞在することで、

移住や二拠点居住を現実的に検討するためのプログラムです。農家を援農訪問し、地元コミ

ュニティに触れ、移住者の話しを聞き、子育てコミュニティに触れることで、移住や二拠点

居住を体験します。 

   ② 南房総ワーケーション 

   ワーケーションという言葉が働き方改革の推進とともに、2019 年 11 月 18 日にワーケーシ

ョンを受け入れる全国の自治体が集まり「ワーケーション自治体協議会（WAJ）」が設立さ

れました。WAJ の設立趣旨は「テレワークを活用し、普段の職場や居住地から離れ、リゾー

ト地や温泉地、さらには全国の地域で、仕事を継続しつつ、その地域ならではの活動を行う」

というものであり、企業が働く場所と時間が自由なライフスタイルを提供することで従業員

の集中力やモチベーションを維持し、休暇中も業務を滞らせることなく、また、家族や子供
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たちも地域の人々と交流することで人間関係の広がりや相互扶助や思いやりと言った感受

性の育成と心身のリフレッシュが可能となります。WAJ の加盟自治体は 1 道 20 県 145 市町

村（2021 年 1 月 21 日現在）となり、千葉県では、銚子市と南房総市が加盟しています。ワ

ーケーションの取組みは自治体だけに止まらず、2020 年 7 月 27 日の観光戦略実行推進会議

で菅義偉官房長官（当時）がワーケーションの推進を掲げました。 

      南房総市観光協会は「ワーケーションシティ南房総」として、南房総で働く、遊ぶ、暮ら

す、をテーマに 2020 年 5 月 27 日に WAJ に加盟し、“都心からもっとも近い海と山”、都

心からの地の利を生かし、多彩で特異な海岸線と豊かな南房総の自然を体験するプログラム

造成や、ヘルスツーリズム認証委員会より認証された“癒しの森セラピーウォーキング”等、

SDGs を原動力とした地方創生、環境にやさしい魅力的なまちづくりを並行して推進してい

ます。ヤマナハウスは、コワーキングスペースを持ち、移住・二拠点居住の促進に携わり、

観光視点での二拠点居住向けのプログラムや法人向けのワーケーションに取り組む施設と

して紹介されていますⅷ。 

     

    ③ 里山素材研究所 

      沖副代表が主催する通販サイト。「見落とされている里山の素材に光を当てる」をコンセ

プトに、昔の里山では暮らしのために採取＆活用していたけれど、今は見落とされてしまっ

ている自然資源を素材として捉えて販売しています。千葉の宝物グランプリ 2020/2021 年で

は、隠れ屋敷典膳さん、尾形農園さんとのコラボレーションで開発した「房州どんぐり猪の

パパイヤ漬け焼肉」でグランプリを受賞しました。また、収穫されずそのままになってしま

う柑橘類を地元料理家とのコラボレーションで開発した「里山みかんピール チョコがけ」

は、審査員特別賞を受賞しました。 

   ④ 安房生物よろず相談所 

   「生き物を通して、地域社会への貢献と持続的な発展を目指す」をコンセプトに房総に住

む生き物の名前や暮らし方などの質問を受け付けます。 
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7.関係人口を増加させているヤマナハウスの活動と知的資産 

 別荘を所有することは地位やステイタスを表し、自分自身や家族、近しい友人とのプライベー

トな時間を楽しみ、リフレッシュするための施設と言えます。一方で、ヤマナハウスは「シェア

文化」をベースにしています。シェアはレンタルとは異なり、多くの人が個人の力を活かしてよ

り幸福に生きられる社会を実現する可能性を高めています。一人一人、好きなことは異なります

が、柔軟性を持ち、自らを高める思考を積極的に取り入れていくことで、新たな可能性を楽しむ

生き方であると言えます。永森代表が新宿で主催している二拠点居住のサロンを通して発信して

いる「首都圏から 2 時間ほどで行ける交流の場の存在」についての情報、及び、シェア文化やア

ウトドアというキーワードに敏感な多くの雑誌やメディアに取り上げられることが、所有するこ

とに固執しない世代に化学反応を起こしてヤマナハウスのアクティビティへの参加者が増加して

います。2020 年に入ると新型コロナウイルス感染症のリスクを心配する人々が、首都圏での生活

に固執することに疑問を持ち始めたために問い合わせが増加しています。 

2020 年 4 月 7 日に東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の７都府県に緊急事態宣言が

発出されたことで、県外のナンバープレートの自動車に地元の人々が危機感を覚えたというニュ

ースは衝撃でした。このような現象は、地域住民の「よそ者が来た」という心情を如実に表して

います。この「よそ者が来た」という排他的な感情はコロナ禍が生み出した特別なものでは無く、

それ以前にも存在しており、移住の失敗談としてインターネット等で目にします。つまり、「よ

そ者」に対する排他的な感情を払拭することが出来なければ、移住や二拠点居住は失敗に終わる

ため、地域住民と共同で活動できる場を継続的に提供することで「繋がりを創造」するヤマナハ

ウスの活動は地域づくりに重要な存在と言えます。 

総務省は、地域づくりの担い手不足という課題に対して、移住による定住人口や観光に来た交

流人口でもない、地域と多様に関わる「関係人口」に着目して地域外からの観光ではない交流を

増やすことが必要と考え、地域外の者が関係人口となる機会・きっかけの提供に取り組む地方公

共団体を支援するモデル事業を「関係人口創出・拡大事業」として実施しています。令和 2 年 3

月に発表された、令和元年度「関係人口創出・拡大事業」モデル事業成果報告には、館山市の「リ

ノベーションまちづくりによる「関係人口創出事業」ⅸの取組みが報告されています。この報告

書では、館山市内の遊休不動産を対象にリノベーション計画を作成して不動産所有者に対して「廃

材 DIY に家族で取り組む拠点」「野菜を売りにしたレストラン」「高校生が集うオープンスペー

ス」の 3 つの提案がなされました。市内から 12 名、県内市外から 11 名、東京 5 名、神奈川 2 名

と総勢 30 名で約 6 か月を掛けて仕上げた計画ですが、これらの取り組みで重要なことは、イベン

トとしてのプロジェクトではなく、継続性的に取り組むためのプロジェクトの管理者が必要だと

いうことです。館山リノベーションスクールでは、永森代表もローカルユニットマスター（受講

生と地域をつなぐ案内人）として参加しており、ヤマナハウスの関係資産が追加されたと考えま
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す。 

(1)繋がりを繋げるヤマナハウスの取組み 

ヤマナハウスは里山が活動基盤となっていますが、イノシシ被害相談に海寄りの地区にも行っ

ており、「漁師＆猟師」を生業とする方々が現れることで獣害対策の人手不足の解決策とするプ

ロジェクトを計画しています。ネットワークを、繋がりを繋げるツールとする活動は地域には重

要です。 

(2)南房総 2 拠点ハンターズハウスのプログラム 

「年々深刻化しているイノシシによる獣害」「猟師の高齢化と人手不足」「コロナ禍で利用客

が激減した民宿街」、これらの地域課題を総合的に解決する方法として、都市部に住むハンター

を対象に狩猟講座を開催し、提携民宿に宿泊するプログラムを開発しました。夜の懇親会では、

放棄されたビワ畑や竹林の利活用方法や館山市での有害捕獲、等の数々の地域の課題について話

し合います。2 拠点ハンターの増加、ジビエ料理の普及、民宿の利用者増加という切り口で関係

人口を増やすことを目指しています。ハンターには来てもらいたいけれど規律は守ってほしいと

いう思いがあり、山のルールを理解し地域の方々と顔見知りになるという目的で実施しています。 

獣害対策が急務

ハンターが高齢化

狩猟免許を活用で

きない

民宿の利用率低下
勝手に山に入ると

トラブルになる

南房総2拠点ハンターズハウス

  

(3)野菜の地域流通「Local Circulation Platform（LCP）」の実証実験ⅹ 

 永森代表の AWATHIRD を主体に、生産者と消費者をつなぐプラットフォームを運営するポケ

ットマルシェ（東京）や房日新聞社などが参加し、館山市や南房総市の協力で構成して、1 次産

品の共同配送の実証実験を行いました。今回は農家と飲食店でしたが、今後は小売店や宿泊施設

へも参加を呼び掛けて、地域内で個別に存在する「人」「物」「情報」を統制・同期することで

「売りたい」と「買いたい」を見える化し、独自の流通プラットフォームを構築して個別最適で

はなく「全体最適化」を推進します。また、将来は農産物の流通だけではなく、新聞配達、配食

・高齢者見守り、薬の配達、獣害見廻り、人の移動、買い物代行など生活全般に関わるサービス

へと進化させることを見据えています。 

(4)多くの取材や見学者 

➀ 熊谷俊人千葉市長の視察 

多くのメディアがヤマナハウスの活動を取材してることは既に述べましたが、2020 年 11 月
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23 日、かねてより千葉南部のポテンシャルに注目し県北との連携にも熱心な熊谷俊人千葉市長

がヤマナハウスに視察に来られ、二拠点居住やトライアルステイ、狩猟プログラムについて説

明し、視察に参加した仲間と様々な意見交換をしました。働き方が変化して行くのを見据えて

の視察だと推察されるため、今後の活動の力になることが期待されます。 

② 産学官連携 

農林水産省事業「ちょこっと先の暮らし方研究所」のプログラムでの滞在地として用意され

ている 3 コースに南房総市が入っており、ヤマナハウスが協力しています。その他にも、大学

のゼミのワーケーション体験やワークショップ、オンライン講義でのインタビューや活動の紹

介に協力しています。 

(5)ヤマナハウスの今後の活動を支える知的資産 

 ヤマナハウスを中心としたアクティビティに止まることなく、地元の方々と共同での草刈りや

水路の清掃に参加し、また、イベント推進の補助や改修作業についても域内の業者へ発注する等、

ストロー現象を起こして域内のコミュニケーションやサプライチェーンを分断させないないよう

地域に貢献する活動方針を持っています。当該活動方針は、コロナ禍での新しい生活様式に対応

するために移住や二拠点居住を実践したいと考えている人々のニーズに直接的に対応が可能とな

る知的資産（図表 5-7）を構築することに繋がっています。 

人的資産 構造資産 関係資産

・情報発信力を持つ代表

・野生生物調査の経験者

・わな狩猟の指導者（副代表）

・活動を支える多くの会員

・活動拠点、民泊免許

・里山、農地、竹やぶ

・獣害対策、里山の講座、等の

　多くのアクティビティ

・情報発信基地「HAPON新宿」

・行政・地域とのネットワーク

・900名超のSNSフォロワー

・クラウドファンディングを

　通じたファン

・アクティビティを実施する

図表5-7「ヤマナハウスの知的資産」

 

8.まとめ 

 ワークライフバランス、働き方改革、田舎暮らし、等々、多くのキーワードで彩られてきた地

方での生活ですが、新型コロナウイルス感染症への対応方法としてテレワーク等の事務所という

箱の中に社員を集めないようにする取組みを真剣に考え始めました。そして、これらの対策は一

時的なものではなくコロナ以前の生活には不可逆であることを想定した組織や活動方法の根本的

な改革となっています。社員とその家族が安心して勤務し生活できる環境を最優先とすることへ

の対策として、本社を地方に移転する動きもありますが、社員個人が能動的に動ける環境をつく

ることが最優先であると考えます。そのためには、行政が一律に実施する空き家対策としての住

居の提供だけでは不十分であり、数多くの失敗例があることを受け止め、地域になじむことが出

来る仕組みを持つ民間の活動機関と十分なコミュニケーションを取り、財政的な面も含めて支援

する必要があります。 
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 ヤマナハウスでは、手弁当の活動からクラウドファンディングで資金協力を得た活動へと移行

し、更に、「野菜の地域流通の実証実験」という公共性の高い活動を通して、域内流通に止まら

ず、地域の物流やセキュリティの課題にまで視野に入れた公共性のあるプロジェクトを計画して

います。実際に地域の暮らしに密着し、地域の目線で活動を行い、公共性のあるプロジェクトを

行うことで「関係人口」を増加させることは、地域の活性化とコロナ禍で地方に目を向けている

人々が安心して地域での暮らしを実践するための重要な活動になっています。このような地域の

活性化や公共性の高い活動には施策を活用や横断的なパイプが必要であるため、中小企業診断士

の特性を活かした支援が望まれます。 
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第６章 観光で人と地域をつなぐ観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の経営モデル 

 

この章では、エリアマネジメントの１要素である観光に注目します。そして観光経営を進めて

いる観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の活動を通じてエリアマネジメントの経営モデルの参考とな

る事例を発見していくことを狙っています。 

 

1.エリアマネジメントと観光経営のつながり 

繰り返しになりますが、これまでまとめて来たエリアマネジメントの活動には、「地域」「良

好な環境」「地域の価値を維持・向上」「住民・事業主・地権者等による主体的な取り組み」な

どのキーワードが出てきます。また、国交省のまとめたエリアマネジメントの要素を見ていくと、

①地域の将来像・プランの策定、⑦地域のＰＲ・広報、⑧地域経済の活性化などがある。筆者が

調査・研究に取り組む中で、これらのキーワードやエリアマネジメントの要素に、地域での観光

を経営する事業体の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の活動とのつながりを強く感じました。そこ

で、次項からは観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の概要そして実践例を取り上げていき、エリアマ

ネジメント推進に向けてのヒントを見つけていきます。 

 

ⅰ）エリア全体の環境に関

する活動 

① 地域の将来像・プランの策定・共有化 

② 街並みの規制・誘導 

ⅱ）共有物・公園等の維持

管理に関する活動 

③ 共有物等の維持管理 

④ 公園（公園等）の維持管理 

ⅲ）居住環境や地域の活性

化に関する活動 

⑤ 地域の防犯性の維持・向上 

⑥ 地域の快適性の維持・向上 

⑦ 地域のＰＲ・広報 

⑧ 地域経済の活性化 

⑨ 空家・空き地等の活用促進 

⑩ 地球環境問題への配慮 

ⅳ）サービス提供、コミュ

ニティの形成等のソフトの

活動 

⑪ 生活のルール作り 

⑫ 地域の利便性の維持・向上、生活支援サービス等の提供 

⑬ コミュニティ形成 

図表 6-1 エリアマネジメントの要素一覧 
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（国交省：エリアマネジメント推進マニュアルより抜粋） 

2.観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の 概要と経営の特徴 

(1)観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の概要 

観光地域づくり法人とは、日本では観光庁が管轄し登録している観光地域づくりの舵取り役と

なる法人のことです。＊ＤＭＯは、Destination Management Marketing Organization の略。 

2014 年 12 月の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（閣議）で地方創生の施策の１つとして

観光地域づくり法人（以下、ＤＭＯ）が取り上げられ、それ以降ＤＭＯが地方創生や観光戦略に

組み入れられています。従来の地域での観光産業は、行政と宿泊者等の限られた取り組みで、地

域の飲食、商業、農林漁業などの事業者や地域住民等の多様な関係者の巻き込みが不十分であっ

たこと、観光客に関する各種データの収集・分析が不十分だったこと、自らの地域がターゲット

とすべき顧客層や地域のコンセプトが不十分だったことなどを踏まえ、欧米で導入されている戦

略策定、調査、マーケティング、商品造成、プロモーションなどを一体で実施する組織体のＤＭ

Ｏによる運営が日本の観光戦略、地域戦略に取り入れられたのです。例えば、ナパ・バレーＤＭ

Ｏ（アメリカ カリフォルニア州）ではワインのブランド化、ハワイ・ツーリズム・オーソリテ

ィー（アメリカ ハワイ州）ではハワイ州全土の観光促進、ツェルマット観光局とブンガーゲマ

インデ・ツェルマット（スイス ヴァレー州）ではマッターホルンの観光促進などが有名です。

2020 年 10 月時点では、日本全国で 293 団体が登録しています。団体の内訳を見ると、せとうち

ＤＭＯのような７県に渡り広域で連携して推進している組織体や、後述する秩父ＤＭＯのように

隣接市町村で推進している組織体、気仙沼ＤＭＯのような一市町村で推進している組織体と大別

すると 3 つの形態があります。 

 

(2)ＤＭＯの経営の特徴 

ＤＭＯの経営の特徴は、観光庁による登録の 5 要件に示されています。要約するならば、観光

地域づくりを多様な関係者を巻き込んでマネジメントする。観光に関するデータを使いマーケテ

ィングを行う。法人を作り、安定的な運営資金を確保するというものです。 

(1)ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成 

(2)データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立 

(3)関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組みを作り、プロモー

ションの実施 

(4) 法人格の取得、責任者の明確化、データ収集・分析等の専門人材の確保 

(5) 安定的な運営資金の確保 

図表 6-2 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）登録の 5要件 （観光庁ＨＰより抜粋） 
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次の項では、上記のＤＭＯの特徴を、具体例として宮城県気仙沼市で設立された気仙沼ＤＭＯ

と埼玉県西部の秩父ＤＭＯの具体例をあげながら確認していきます。 

 

3.観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の具体的な取り組み 

(1)気仙沼ＤＭＯの事例 

①気仙沼ＤＭＯの概要 

宮城県北東部に位置する気仙沼市は太平洋に面した人口 6 万人の都市です。メカジキ、かつ

お、フカヒレなど日本有数の水産資源とともに古くから水産業が盛んな都市でした。その気仙

沼市も 2011 年の東日本大震災では市内の 8 割近くの事業所が被災し、基幹の水産業も危機的

な状況となりました。そこからの復興計画で水産業に加え、観光業を基幹産業にすることが決

まり、2012 年から観光戦略の策定が始まったのです。組織化、研究、人材育成その過程の中

で、ＤＭＯ設立が検討され、2017 年 4 月にはＤＭＯに登録。現在、気仙沼ＤＭＯの活動は後

に紹介するＣＲＭの取り組みなどにより観光業界の中でも先端事例として注目を浴び、他の地

域にも大きな影響を与えています。＊ＣＲＭとは、顧客情報を集約して管理することにより、

顧客との関係性を維持・向上させる活動のこと。Customer Relationship Management の略 

  

 

 

 

 

 

 

 

気仙沼魚市場周辺の風景 2021 年 7 月現地にて撮影 

②気仙沼ＤＭＯの特徴 

1)気仙沼推進機構とそれを支える事務局の気仙沼地域戦略 

2017 年に登録した気仙沼ＤＭＯの正式な組織名は気仙沼観光推進機構です。従来より観光

事業を支えて来た組織と新設の組織が役割分担をし、市全体でＤＭＯ活動を行っています。

新設の組織としては、ＤＭＯの活動を推進する事務局機能およびマーケティングを実施する

一般社団法人気仙沼地域戦略（以下「地域戦略」）です。そして、従来より観光事業を推進

していた組織からは、観光コンベンション協会、気仙沼市役所、そして、地域の飲食店・物

販店などの商業施設をとりまとめている商工会議所、そして地域事業者が参加しています。 

2)気仙沼観光推進機構による観光地域づくり関係者の合意形成 
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気仙沼観光推進機構では、代表をつとめる気仙沼市長の下、設備や交通などの窓口となる

市役所と地域事業者の代表としての商工会議所、観光案内所の運営や販促を行っている観光

コンベンション協会、そして戦略やマーケティング担当する「地域戦略」が一同に会して 2

ケ月に１回の定例会議を開催しています。併せて、定例の会議には収まらない案件は都度関

係部門間で合意形成がなされています。 

 

3)気仙沼地域戦略によるデータの継続的な収集、ＰＤＣＡサイクルの確立 

2 ケ月に１回の合意形成の場も含め、観光データの継続的な収集と報告を行っているのが、

「地域戦略」です。「地域戦略」では、観光経営の基盤として観光データベースの構築とデ

ータ活用に力を入れています。宿泊施設、観光施設など観光事業者への来訪者数を集計し、

月次のマーケティングレポートとしてＤＭＯの定例会に報告しています。また、観光客向け

のアンケートを年に 4 回実施し、来訪者の属性や来訪目的を把握し、分析し戦略策定に生か

しています。 

図表 6-3 マーケティングレポートの例/宿泊者数推移：気仙沼観光推進機構 7-9 月版より抜粋 

更に、「地域戦略」では、「気仙沼クルーカード」というポイントカードを発行して顧客

データを収集しています。気仙沼クルーカードを持つ会員は、飲食店や物販、宿泊施設な

ど市内にある 130 店舗の加盟店で買い物時にカードを提示すると 100 円の買い物で１ポイ

ントがたまります。たまったポイントは１ポイント１円で加盟店での買い物に利用できま
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す。2017 年から始まり累計の会員数は 27,000 人を超えています。(2020 年 11 月時点) 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-4 気仙沼クルーカードとアプリの紹介：気仙沼観光推進機構ＨＰより 

ポイントカードの導入は顧客プロモーションの目的もありますが、客観的データにより観光

客の動向を知り、効果的な打ち手を見つけることが重要な目的の 1 つです。つまり先に述べ

たＣＲＭ（顧客関係管理）です。直近のデータ活用事例をもう少し詳細に紹介します。コロ

ナウィルス感染症の影響で気仙沼市においても、観光業、飲食業は大きな打撃を受けました。

その中での地域の消費の落ち込みを抑えるデータ活用の事例です。 

 

気仙沼市では昨年 4 月上旬に初めてコロナウィルス感染者が出たことで休業や営業時間短縮

の店舗が急増し、クルーカード会員のデータを見ても会員売上は激減していました。そこで

気仙沼ＤＭＯでは、「フレー！フレー！地元キャンペーン」と称して、期間中に実店舗およ

びＥＣサイトも含むクルーカード加盟店で一定金額以上購入した会員にポイントをプレゼ

ンし、落ち込む消費を刺激しようと考えました。その他にもテイクアウトやデリバリー対応

する店舗の情報を集め、その店舗をＳＮＳや観光情報サイトで情報発信しました。結果とし

て、4 月から 5 月の 1 ケ月間で、市内のクルーカード会員からの売上は前年同期比で 3％減

に留めることができたと伺っています。その後もデータを使い、宮城県在住の近隣のクルー

カード会員向けへの気仙沼来訪と宿泊を促すキャンペーンや、市内会員向けに地元への「応

援消費」を促すキャンペーンが行われました。 

 

4)データ分析と観光戦略を連動させプロモーションを実施 

気仙沼ＤＭＯでは、前項でも述べたように「地域戦略」のまとめ上げる宿泊者数や観光者

の属性・来訪目的やクルーカードの取得情報などのデータを活用しながら、観光戦略を進め

ていることが見て取れます。データ分析と戦略との連動は、まさに先ほど紹介したＣＲＭ（顧

客関係管理）の有効活用です。少し前ですが 2018 年冬のキャンペーンでの事例を取り上げ
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ます。従来から取得していた宿泊者数データでは 12 月～２月の来訪者数が他の月より少な

いと見えていたものが、クルーカードの地域消費額を重ね合わせてみると 12 月の消費金額

が年間で最も多いことがわかりました。そこでさらにニーズ調査を重ね「冬の気仙沼キャン

ペーン」という牡蠣やメカジキなどのグルメ向けや酒造見学の体験などのプロモーションを

行うこととしました。キャンペーンの結果は利用人数が前月から 62%増加、前年同月比では

倍増となりました。一方で宿泊者数は横ばいで課題が残ったとのことでした。その後も、徳

仙丈山のつつじをフィーチャーした季節のキャンペーンや、2019 年に開設された気仙沼市東

日本大震災遺構・伝承館を中心とした誘客営業なども含め、宿泊・飲食・観光案内所・鉄道

・クルーカード会員とエリア一体となったプロモーション活動が行われ、宿泊者数の課題対

策も行われています。更には、2019 年の会員の気仙沼でのカード利用実績から、利用回数 5

回以上かつ利用金額 5,000 円以上のプレミアム会員向けのプロモーション活動もスタートし

ました。 

 

5)自主財源確保へ取り組みを継続 

財源確保には、まだ課題があると伺っています。クルーシップの加盟店からの収入、そし

てふるさと納税の活用など自主財源の確保に向け取り組んでいるところです。 

 

取材や文献調査から、気仙沼ＤＭＯでは現在に至るまでに、スイスのツェルマットの調査

研究、ポイントカードの導入の試行錯誤、ポイントカードのアプリケーション開発などＤＭ

Ｏの基盤作りに尽力されたことがわかりました。そのような基盤作りを経て、現在ではこれ

まで述べてきたようなデータを活用したマーケティングとマネジメントが実践されていま

す。2021 年には、三陸沿岸道路の開通やＮＨＫ朝ドラの「おかえりモネ」の放映が予定され

ています。地域活性化に向けた気仙沼ＤＭＯの手腕の発揮が楽しみです。 

 

(2)秩父ＤＭＯの事例 

①秩父ＤＭＯの概要 

秩父ＤＭＯ（一般社団法人秩父地域おもてなし観光公社、以下、秩父ＤＭＯまたは「観光公

社」）は、2016 年 2 月に日本全国で初めて地域連携のＤＭＯに登録した団体です。秩父ＤＭ

Ｏは、埼玉県西部の秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町の 1 市 4 町の地域連携で、秩

父盆地とその周辺を囲む山々からなる広域な地域です。1 市 4 町の面積を合算すると何と埼玉

県全体の約四分の一の面積を占めています。その広大な地域で、秩父山地の自然や秩父民俗文

化圏とも呼ばれている特色ある文化圏から生み出された祭や食と街並みなどさまざまな観光

資源が楽しめます。皆様の中でも、秩父夜祭りや長瀞川下りや荒川にかかる秩父橋などは見聞



94 

 

きそして体験された方も多いのではないでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 

秩父橋周辺の風景：おもてなし観光公社ＨＰより 

 ②秩父ＤＭＯの特徴 

1)観光公社の法人格の取得と 1市 4町を統合したＤＭＯの組織 

秩父ＤＭＯで連携している 1市 4町は、2009 年から「ちちぶ定住自立圏協定」を締結し医

療や子育てなどの行政サービスの向上に取り組んでいました。その中で、「滞在型観光の促

進」「外国人観光客の増加」「地域ブランドの確立と特産品の販売促進」など観光による地

域の活性化を推進するための組織として 2012 年に「観光公社」が設立されました。その後

一般社団に法人登録、そして 2016 年にＤＭＯに登録され現在に至っています。「観光公社」

の組織体制は理事会と事務局で構成されています。理事会は、秩父市市長が会長で、各町長、

1市 4町の観光協会、商工会議所会頭、西武鉄道・秩父鉄道が理事、監事に加わっています。

理事会は年に 3 回実施されています。 
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図表 6-5 秩父ＤＭＯの組織表：秩父地域おもてなし観光公社ＨＰより 

 

2)観光で地域内の多種多様な関係者をマネジメントする団体として合意形成 

観光地域づくりを進めていくと秩父地域では 1 市 4 町に同様の機能を持つ関係者が多

数いるため、利害の調整や情報伝達などともすると共同での取り組みに困難が生じてし

まいがちです。例えば、1 市 4 町には、観光協会がそれぞれ各市町にあり、観光行政は

行政単位で行われています。市町には約 80 か所の宿泊施設と多数の土産物店、飲食店が

あり、それを束ねる 1 つの商工会議所と 4 つの商工会、各組合があります。また、地元

には西武鉄道、秩父鉄道の 2 社があります。その中で「観光公社」は、地域内の多種多

様な関係者をマネジメントする団体として、行政と民間との役割分担を整理し情報伝達

し連携を促進する働きをすることで、地域づくりの合意形成に貢献しています。 

 

3)ＤＭＯ必須ＫＰＩと独自のＫＰＩのデータの継続的な収集とＰＤＣＡサイクルの確立 

「観光公社」では、ＤＭＯの必須ＫＰＩ（旅行消費額、延べ宿泊者数、来訪者満足度、

リピーター率）の他に、独自に 4 つのＫＰＩを設定し、データ収集と戦略策定から評価

までのＰＤＣＡサイクルの確立を行っています。*ＫＰＩとはKey Performance Indicator

（重要業績評価指標）の略。個人や部門の業績を定量的に評価するための指標。 

ＤＭＯの必須データの来訪客満足度やリピーター数は、毎月アンケート調査を観光案

内所や道の駅など 5 ケ所の拠点で実施し収集しています。「観光公社」が独自に収集し

ているデータは、ＷＥＢサイトアクセス数や Facebook「いいね」数などがあります。イ

ンバウンドの獲得や公社事業の状況を把握するため、年度ごとに目標を決め結果を把握

し、次年度の政策立案をするためのものとして活用されています。 

これらのデータはすべて「観光公社」で集計分析後、理事会に報告されています。 

収集するデータ 収集の目的 収集方法 

ＷＥＢサイトアクセス数 旅行目的地を検討する際に

対象となっているかを把握

するため 

グーグルアナリティクスでホ

ームページのページビュー数

（PV 数）を集計 

Facebook「いいね」数 プロモーションの情報発信

の反応を把握する 

公社の専用アドレスでカウン

ト 

入込観光客数 外国人観光客数も含め観光

客数を把握する 

１市４町の観光担当と観光案

内所の情報をまとめる 

農泊利用者数 公社の主事業の動員の把握 利用者数を集計 



96 

 

図表 6-6 秩父ＤＭＯの独自に収集しているデータの一例 

（一社）秩父地域おもてなし観光公社ＤＭＯの取組状況に関する調査に対する回答から抜粋 

実際に 2020年の年度途中で「観光公社」の担当にデータの変化の状況を伺ってみまし

た。その時点ではインバウンドや農泊利用者の減少でのマイナスが見られ、一方県内か

らの宿泊やＴＶ取材の対応が増加し、全体としては 6-9 月では前年を上回る宿泊者数が

あったとのことでした。そこからマイクロツーリズムによる人の流れの変化も指摘され

ていました。 

 

4)インバウンド需要の獲得、地域ブランドの確立と販売促進の取り組み 

「観光公社」では、インバウンド需要の獲得、地域ブランドの確立と販売促進という

戦略的な取り組みの推進を行っています。「秩父インバウンド政策コア会議」を設立し、

各団体との意見交換を重ね、インバウンド事業の立案をしました。地域ブランドでは

「LOVE CHICHIBU」のブランドロゴの商標登録や秩父産のメープルシロップなど地域ブラ

ンド商品の開発や販売促進を行っています。また「観光公社」では、行政や民間では実

施していない事業や各種団体が連携する事業に取り組み、顧客の利便性向上とムダを無

くす活動を続けています。例えば、広域レンタサイクル事業では、自転車は「観光公社」

が購入し、自転車の貸し出しは秩父の 5 地域の観光協会で行っています。5 地域で自転

車の乗り捨てが可能なサービスは広域の秩父では観光客にありがたいサービスです。そ

の他、修学旅行生が一般の家庭に宿泊する農泊、秩父地域全体で連携した観光ガイドを

行う「ちちぶ案内人倶楽部」など各種事業に取り組んでいます。 

 

5)事業からの安定的な資金を確保 

「観光公社」の資金確保は、ちちぶ定住自立圏負担金、民泊や観光商品の販売手数料、

レンタルサイクル収入、土産物販売、市町の観光事業や施設管理の委託料などです。秩

父ＤＭＯでも自律的・継続的な活動に向けた運営資金の確保を目指しています。 

 

秩父地域では、日本版ＤＭＯの導入以前の 2012 年からＤＭＯのコンセプトに取り組ん

でいました。本稿では事業の一部を紹介しましたが、他にも秩父ＤＭＯでは多数の魅力

的なプロモーション施策が行われています。地域全体でお客様を迎えるその積極的な働

きかけは他のエリアのモデルとなっています。都心からおよそ 2 時間の近さで、四季折

々の自然と歴史・文化の楽しめる秩父の進化も楽しみです。 
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4.観光経営から学ぶエリアマネジメントの経営モデル 

ここまで、気仙沼、秩父、両地域でのＤＭＯの実践事例を見てきました。ここからはエリアマ

ネジメントに活用できる点を考えていきます。今回調査研究した結果、観光経営からのエリアマ

ネジメントの経営モデルの学びは以下の 2 点です。1 つは行政と民間の一体運営、もう 1 点は地

域単位でのデータ把握とデータに基づく意思決定です。 

(1) 行政と民間の一体運営の体制作り 

ＤＭＯから学ぶエリアマネジメントの経営モデルの１つ目は、行政と民間の一体運営の体制作

りです。気仙沼のポイントカードの活用事例も秩父のレンタサイクルの活用事例も、行政単独で

もなければ、民間単独でもない行政と民間の一体運営の取り組みでした。 

① 行政と民間のつなぎ役が重要 

ＤＭＯで特徴的なことは、行政と民間の中間に立つ法人が機動的に動き、行政、民間をつな

ぎ、両者が一体で運営できるよう動いている点です。気仙沼ＤＭＯでは（一社）気仙沼地域戦

略、秩父ＤＭＯでは（一社）秩父地域おもてなし観光公社が行政と民間の間に入りつなぎ役と

して機能しています。経営モデルとして注目すべきは、行政と民間のつなぎ役（以下、「事務

局」）を定め、その機能を維持・強化することです。当然のことながら、事業にはエリア独自

の事業があり、従来から行われているものも複数存在しています。行政の進める地域作りとエ

リア独自で進めている事業の両方に寄り添い、意見交換と意思決定を進め、エリア一体で運営

できるような働きかけをする「事務局」を作っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-7 ＤＭＯから学ぶ民間と行政の図とエリアマネジメント団体のモデル図 

 

② 「事務局」を機能させる 

行政と民間のつなぎ役である「事務局」を実際に動かしていくために、エリアマネジメント

法人は以下の 5 つのアクションを進める必要があります。 

1)エリアマネジメント法人の中に、つなぎ役の「事務局」組織を設置する 

エリアマネジメント事業を進めるため、エリアマネジメント法人の中に、行政、民間の中

エリアマネジメント事業

行政組織
民間事業

民間事業

民間事業

事務局

マネジメント、マーケティング機能
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間的な組織としてのエリアマネジメント「事務局」（名称は任意）を設置します。 

2)エリアマネジメント「事務局」に専任の担当を配置する 

「事務局」の役割に集中する専任の担当者を配置します。担当者の人数は、エリアマネジ

メント法人の規模に応じて変わります。 

3)エリアマネジメント「事務局」に、エリアマネジメント法人でのマーケティングとマネジ

メントを促進する明確な責任と権限を与える 

「事務局」は、①エリアマネジメント法人の会議運営、②事業計画および予算の策定と提

案、③マーケティングデータの収集、④分析および事業活動報告、を担当します。 

4)エリアマネジメント「事務局」に法人がマネジメントするデータが集まる仕組みを作る 

「事務局」は、エリアマネジメント法人が設定するＫＰＩの各種データが定期的に「事務

局」に集まってきて分析できるような仕組みや体制を作ります。また、ローデータの収集、

ローデータを含むデータの蓄積、そのための関連組織間での情報収集の役割分担決めと実行

指揮を行います。更にはデータ収集のためのシステムを導入していきます。 

5)事務局の担当者の人材育成を継続的に行う。 

「事務局」の担当者の育成も重要です。担当者が地域活性化や DX（デジタルトランスフ

ォーメーション）などの先進事例に触れ、その外部情報を実務に取り込んでいくことにより

マネジメントとマーケティングのスキルが磨かれていきます。その積み上げがエリアマネジ

メント法人を活性化させることにつながるのです。 

図表 6-8 ＤＭＯから学ぶ「事務局」を機能させる５つのアクション 

 

(2)地域単位でのデータ把握とデータに基づく意思決定 

ＤＭＯから学ぶエリアマネジメントの経営モデルの 2 つ目は、データ把握とデータ分析を業務

に定着させ、データに基づく意思決定をすることです。 

① データ把握とデータに基づく意思決定のプロセスと担当を合意する 

まず、エリアマネジメント法人でどの経営指標を見ていくかについては、データで意思決

定を行っていく法人の意思決定機関（理事会など）での合意が必要です。続いて、実際のデ

ータの取得方法やデータの定義の設定をしなければなりません。また、データの分析と報告

は、前項で述べた「事務局」が担当します。これらは効率性や専門性の観点から「事務局」

で実施することが望ましいです。データの取得は、「事務局」だけでは限定したデータしか



99 

 

取れないため、エリアの関係機関と協力して進めます。最後に、データに基づく実態把握と

資源配分などの意思決定は、エリアマネジメント法人の意思決定機関で行っていきます。一

旦合意したデータ把握と意思決定プロセスは、年単位など必要に応じて更新していきます。 

手順 プロセス 担当 

１ 継続して確認していく主要な経営指標を決める エリアマネジメント法人 

２ データの取得方法やデータの定義を決める 事務局 

３ データを収集する（定量データ・定性データ） 事務局＋担当部署 

４ データを分析し、定期的に報告する 事務局 

５ データに基づき実態把握、意思決定 エリアマネジメント法人 

図表 6-9 データ把握とデータに基づく意思決定のプロセスと担当 

 

② データに基づく意思決定のプロセスを機能させる 

データに基づく意思決定のプロセスのキーとなるものはデータそのものです。気仙沼ＤＭＯ

で活用されているような日々の売上データの把握まで一足飛びにはいかないまでも、ＤＭＯで

常に行われているアンケート収集や宿泊数データのようにできる所から定量データと定性デ

ータを把握していきます。秩父ＤＭＯのホームページのページビュー数や Facebook の「いい

ね」数も事業の実態を捉えるデータ把握の好事例です。それぞれの産業、エリア特有の事情を

踏まえた事業結果を図るＫＰＩ（経営指標）を設定し、地域事業を良くするための意思決定に

響くようなディープなデータを捕まえ、データを分析・報告し、エリアマネジメント法人事業

の意思決定につなげます。 

③ 目指す姿は、デジタルの力を活用し、地域の住民に寄り添ったデータ収集を行うこと 

気仙沼ＤＭＯで活用しているポイントカードのデータ活用のように個々の顧客ニーズに寄

り添ったＣＲＭの動きは、今後他のＤＭＯでも広がっていくでしょう。特にデジタルの力を活

用しタイムリーに顧客動向が把握できるデータベースがあることは理想的です。現在のコロナ

禍の事例は極端だとしても対人でのデータ収集に手間がかかるなど入手が難しいケースや、日

々の環境変化が激しい時に、データ量およびデータの質が高い状況把握ができるツールを持っ

ていることは圧倒的な強みです。気仙沼ＤＭＯの昨年 4 月～5 月にかけての売上データの変化

にクイックに反応した飲食店支援の取り組みは、デジタルのデータ収集のメリットをフルに活

用できた事例です。 

繰り返しになりますが、観光経営で把握するデータと、それぞれのエリアマネジメント法人

で把握すべきデータは異なって然るべきです。エリアマネジメント法人の事業目的に応じ追い

かけるべきデータを見つけ経営指標として設定し、データの動向を継続して見ていくこと、さ
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らにはデジタルの力を活用していくことが求められます。 

 

以上、行政と民間の一体運営、データに基づく意思決定の 2 点をＤＭＯの観光経営からの学び

による経営モデルとして取り上げました。エリアマネジメント法人でも、観光事業と同様に地域

の事情やビジネスの形態に合致させながらマーケティングとマネジメントが有効に機能していく

ことを期待しています。 

                                    （後藤昭洋） 
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7章 コロナ禍におけるエリアマネジメント団体の人材・事業づくり 

エリアマネジメント団体は、商店街、街づくり会社、地域のお休み処等々、その種類は様々で

すが、その経営面の素材は下記の図表に示された３要素から構成されています。 

まず、組織構造面としての要素です。これは、商店会、商店街振興組合、株式会社等（以下、

商店街等）等の経営主体そのものです。次に人的資源管理面としての要素です。これは、加盟店

同士の横の繋がり、他店舗との一体感の有無、共同販促等を行う意欲の有無等が挙げられます。

そして組織文化は、この２要素を強固にすることによって初めて客観的評価として表現されうる

ものです。これが結果として商店街等から感じられる魅力や雰囲気となり、一般的に来街者や顧

客から「栄えている」「安心・安全な街」「便利」等の言葉として表現されるものとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７―１ 組織論から見るエリアマネジメント団体を構成する３要素 

 

1．コロナ禍を経て再認識されるエリアマネジメント人材の台頭 

(1)リスクは新たな人材の発生機会か、喪失の脅威か 

コロナ禍により、エリアマネジメント空間である中心市街地、商店街、地域拠点（以下、「商

店街等」とする。）における街事業の担い手に変化が起きました。リスク発生時にはそれに影響

を受ける人の反応が強く表れます。それが商店街等という場面を通して新たな事業者の声とし

て前面に出やすくなるのが、リスクの発生した時点と重なるケースは多いです。 

コロナ禍で特徴的だったのは、リスクを捉える際に、商店街等における年代や業種等での様

々な意思の断絶や相違（以下、「認識ギャップ」とする。）が発生したことです。 

エリアマネジメント団体における人材と組織との関わりを見る上では、リスク発生時に以下

のようなギャップが発生しうるものとして今後も認識し、運営を行う必要があります。エリア

マネジメントの担い手は、その判断によっては、商店街等への新たな担い手の進出を成功させ
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ることが可能となる一方、以下の認識ギャップから発生する諸問題を解決できなければ、これ

まで培ってきた担い手を喪失してしまう恐れを秘めていることに留意しなければなりません。 

(2)組織構造面での商店街等で発生した認識ギャップ 

エリアマネジメントにおける組織構造面（商店街組織、地域施設経営団体等の運営）の課題は、

リスクの責任負荷の違い、リスクへの影響の多寡、所属組織への貢献度等の相違から、多様な認

識ギャップを生じやすいです。これを解消できなければ、理事会機能の停滞、理事同士の意思決

定力の欠落、客観性のない合意形成が発生しかねません。 

①組織の長と若手理事との認識ギャップ 

意思決定スピードの速い青年部層は、コロナ禍において早期に対策を検討し実践を試みよう

としました。一方、その情報伝達の速度や意思決定スピードの違いから、組織の長が思い至る

までには時間がかかり、この差が認識ギャップとして露呈しました。「仲間の賛同も得ているの

で、この場で私が決めたい」と思う位、若手理事の考えるスピード感に会長クラスの対応が追

いついていないというギャップが生まれました。これまでの難局の場面でも地域の長を担って

きたトップの責任意識と苦難に直面する店主側に近い店主の関係を考えると、組織内の理事同

士でもこの認識ギャップが起きることはやむを得ないことといえます。 

一方で、この事象を踏まえると、危機は新たな理事を生む可能性を秘めているといえます。

エリアマネジメントの担い手は、この点に着眼しておくとともに、組織の長としては、若手理

事の発案を呼び込む雰囲気作りが重要です。事業に待ったをかけるのではなく、よく見聞し、

率先して企画を提起してもらうことで対応に繋げることが望ましいです。また、この取組が成

功するように支援を行い、実施後はリスク対応のキーマンとしての実績を新たな理事に付与す

ることを考えるのがよいです。もしエリアマネジメントの担い手が組織の長の支援者である場

合は、その伝達情報が組織の長より先に入手できる場合が多いため、その認識ギャップを早期

に解消しつつ、新たな意欲のメリットを細分化して組織の長に伝えるとともに、そのメリット、

デメリットの整理をして、デメリットの解消策への考え方等を示しておくことが重要です。 

②規律を守る者と商売を守る者 

商店街幹部が感染拡大防止の徹底を区市町村から要求され、また自律的な統制のために、加

盟店への指導を行ったとしても、ふとした瞬間に少し密にみられる店舗が生まれる事象が発生

しました。このように、リスク発生時にそれに規制をかけたとしても、商店街等が決めた意思

決定に応じない店舗も発生してしまう事象は必ず発生しうると考えたほうがよいです。また、

その理由も個店単独の視点から見ると正当に見える場合があります。今回の事象では、売上向

上のために加盟店が行わざるを得ない事情がありましたが、一見密ともいわれかねない瞬間を

作ってしまったと、商店街通行者から商店街理事へ連絡があったケースでした。 

このような事象の場合には、商店街等が抱える課題と、個店自体の課題との比較考量におけ
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る判断が時に必要となります。組織の長やその関係者は、当該店舗等への事実確認を行いなが

ら、商店街等全体における取組の意義とその背景を今一度説明して、徐々に理解を得る必要が

あります。 

③短期的期待者と長期的期待者 

オンライン会議において、共同販促事業の報告会を行う際に、「今すぐ販売促進の手を打つべき」

という短期の売上拡大対策を提起する意見と、「しっかり設計を構築してから望むべき」という長

期的対策を提起する意見との認識のギャップが生じます。売上のひっ迫やその取り巻く環境の感

知度合いにも左右されます。しかし「しっかり設計を構築してから望むべき」という意見を持つ

ものも売上拡大への意欲がないわけではなく、むしろその事業全体への責任意識を果たすという

意図をもって臨んでいる点を留意しておくべきです。また、各発言者へのヒアリングと詳細な実

行内容の分担が必要で、発言者の意見が放置されたままにならず、何らかの形で解消される形に

していくべきです。この取組を通じて、意見と行動を一致させるものと、意見のみで行動を伴わ

ないものとの相違が浮き彫りになります。エリアマネジメントの担い手は、前者の意見と行動を

共にするものと共に運営を行いつつ、行動をおこすものをより巻き込む継続的工夫に努めるべき

です。 

(3)人的資源管理面での商店街等の認識ギャップ 

エリアマネジメントにおける人的資源管理面（会員間の連携、コミュニケーション）の課題は、

経済的打撃の影響度や情報収集とその把握タイミングの差により、店主同士に認識ギャップを発

生させます。それが当該店主の商店街等への信頼度や貢献意欲の低下を招く恐れがあります。 

以下の両者における認識ギャップの発生とそこに対する対策を行う必要があります。これらが

解消されなければ、商店街等への加盟店の貢献意欲の低下や一体感不足を招き、最悪の場合は、

加盟メリットの喪失による脱会や店舗の撤退という事象にも繋がりかねません。 

①飲食店と物販・サービス業 

  コロナ禍では飲食店に対する経済的打撃の補填策として、緊急事態宣言下における感染拡大

防止協力金の支給がなされました。飲食店に対しては直接的に度々の協力金補填がなされた一

方で、物販・サービス業においては、緊急事態宣言の自粛要請の対象外であることから、補填

のされない時期が続きました。街区の集客減少は、飲食店のみではなく、街区全体の店舗の損

失でありながら、施策は「個店の業種等」に注目されてしまいました。これにより、物販・サ

ービス業の理事から見て、「これ以上飲食店のみに対する補助に加盟店費を捻出できない」とい

った視点で、物販・サービス業の景況悪化への配慮を求める様子が見られました。リスク事象

の影響が商店街等全域に渡っている中で、物販・サービス業に対する直接的な補助が少なかっ

た点が加盟店相互における認識ギャップを生んでしまい、一体的な商店街等運営を心理的に妨

げていた状況が見受けられました。 
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 エリアマネジメント団体の担い手は、施策と現場とのギャップを詳細に把握することが必要

です。その上で、施策に支援を合わせるのではなく、現場実態に支援を合わせるべきです。現

場実態の把握には、概念的な「売り上げが減った」という言葉のみに視点を置くのではなく、

対象店の総収入から判断していく必要があります。例えば魚屋で「学校への供給等が止まり大

変だ」と言われて売上数値の計算をすると、事業者向け売上は減少しているものの、店舗販売

売上は昨年比で倍以上になっており結果として対前年比で売上増だった店舗もありました。こ

のケースでは、店主自体の理解が正しいものに修正されて納得感のある結果となりましたが、

このような納得感を得ていく調整も現場においては重要です。現場にて、一つずつの事実を把

握し、計測できる実績を確認し、事業者本人の納得を得ながら、課題自体のみでなく、課題認

識そのものも解消していく必要があります。 

②定例会不在による理事同士 

 通常期であれば合議で決定すべきことが、コロナ禍においてその合意形成がされないまま進

行している事象が見受けられました。また、一同に会することが困難なことから、本来呼び込

むべき関係者の意向なく事業の方向性が決定したこともありました。これでは限定された関係

者のみの個人的意思決定になりかねません。事業に影響しうる関係者の事前事後の同意を得な

ければ、会員の意思決定にならず、ガバナンスの観点からの懸念がありまする。エリアマネジ

メントの担い手は、会員全体への書面での情報伝達を継続的に行うことが重要となり、特定の

個人ではなく、会としての意思決定として形にし、関係者全体に明確に示す必要があります。 

③情報スピードの対応力相違による加盟店同士 

情報についていくことのできる店主とそうでない店主が必ず現れます。持続化給付金におい

ても、６月頃に多くの事業者の申請が終わった一方で、１１月頃になおまだその情報を知らな

い店舗が隣数件にあったというのが個店同士の認識ギャップの実態です。 

エリアマネジメント団体の担い手は、全ての店舗に対して同様の告知を発信し、その情報伝

達自体を加盟店メリットとして意識してもらうことが重要です。また、全ての店舗を自らで回

りきることは困難であることから、加盟店のうち、近隣店同士での情報拠点となる交友関係を

把握し、その情報拠点となる店主に対して特に情報提供の詳細を伝え、一般的な対応力を付与

していくことも重要です。情報のラインナップは、加盟店全体に発信するとしても、その具体

的な運用方法等については、理解できる人とそうでない人が必ずいることから、情報拠点とな

る店主に対して説明するべきです。同等の情報を求める店舗が他に現れれば、徐々にその伝達

する対象者を広めていくことが望ましいと考えます。彼らがきっと、新たな担い手として地位

の店主達と協力をしてくれる種となると考えます。 

(4)双方の認識ギャップから派生する商店街等の組織文化 

商店街等の組織文化とは何か。まずこの点について定義を整理します。これは商店街等に期待
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したくなるイメージ、印象、評価、雰囲気等であり、例えば以下のような例で表現されます。 

①地域の口コミ 

  店主たちの一体感への魅力と共に、会の対応の速さや取組の独自性等が結合することで、初

めて魅力価値の高い地域として評価されます。例えば住宅関連事業者が良く提示する「住みた

い街ランキング」等もこの口コミの一種として考えられます。（ただし当該情報の基礎情報や

調査の母集団、評価者等がどのようなものであるかも含め、その内容の判定は必要です。） 

②県レベルでの取組の表彰・認定 

例えば東京都では、「東京商店街グランプリ」として、魅力的な取組を行う商店街を毎年表

彰しています。この表彰対象として判定されるのは主にイベント事業ですが、この取組自体の

魅力や価値、独自性が評価されます。また、埼玉県では「黒おび商店街」として、他の商店街

の模範になるような取組を行っている県内の元気な商店街を認定してきました。 

このような取組の表彰・認定は外形的に当該商店街等への魅力的な印象の結果として現れる

ものです。 

③国事業等での表彰 

商店街等を表彰する取組として、「はばたく商店街」事業があります。取組には、必ずキー

パーソンのコメントが記載されます。あまたの意思決定の中で、そのすべてのバランスを取り

ながら前へ進む意思決定を行うのは、トップのリーダーシップです。この点で、意思決定者と

なったキーパーソンとそれに賛同する側との職責の差は大きいです。 

 以上の取組を総括すると、組織文化はエリアマネジメント団体を構成する３要素でありながら、

他の２要素の結合によって結果として生み出されてくるものだと理解できます。評定されるのは

結果であり、エリアマネジメント団体の担い手が着眼すべきなのは、当該商店街等の組織構造面

と人的資源管理面の両輪がどのように掛け合わされたかという点です。 

 このような３要素の相互関係を踏まえながら、以下でエリアマネジメント事業づくりの在り方

を見ていきます。 
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2．アフターコロナにおけるエリアマネジメント事業づくりの在り方 

 コロナ禍で発生した施策も、短期的成果を求める内容が多かったことが問題でしたが、近年の

商店街等の施策は、上記の「組織文化」を直接追い求めるあまり、「組織構造」と「人的資源管

理」の成長に基づかないもの多くなってきていると懸念する場面があります。なぜこのようにな

ってしまっているのかの現状を把握しながら、エリアマネジメントの事業構想の種を考えます。 

(1)商店街事業は法的根拠・基準が乏しい 

 ①商店街等を取り巻く根拠規定とは 

 商店街等における根拠規定として、一般的な企業の例に準拠して運営される面は多いですが、

その成長目標や類型等においては、明確な基準がない状況です。かつて中小企業庁が挙げていた

商店街類型も、近年はその名称が度々変更されており、長期的な法的根拠や一般的基準を保有し

ている状況ではありません。 

 ②情熱と信頼が事業推進の是非を決める 

 このような中で、今事業を進めるべきか、またその事業の必要性は何か、という視点について、

規定等に影響を受けて拘束される機会が少ないのが商店街等における事業です。そのため、地域

の担い手が関係者から賛同を得て行動をする際には、関係者の重い腰を動かすに足る、何らかの

拠り所が必要となります。 

 これまで商店街等の新規事業推進を見てきた中で判断すると、法制度に縛られない中で事業実

施の是非を決めるのは、情熱と信頼にその重きがあったと考えます。 

(2)事業構想を決める情熱は、人々の喜怒哀楽の中にある 

 商店街の新規事業を支える情熱は、その感情から湧き上がるものが多いです。特にリスク発生

時に新たな人材が台頭しやすいことは、平時にはない刺激が、結果として関係事業者の喜怒哀楽

を刺激することにより、その共感を得やすいことにも関係すると考えます。 

①喜：助けてもらったことへの感謝 

 例えば、東日本大震災時に、妊婦等用のペットボトル水が都内において不足していた時期に

これまで繋がりのあった地方都市から大量の援助がありました。この感謝へのお返しとその気

持ちを忘れないようにするために「ふるさと夏まつり」を構想しました。このような事例は、

「喜」からの発信による取組です。 

②怒：団結した一つのリスクへの抵抗 

避けられない外圧に抵抗すべく、商店街内部を一体とする取組がこの例として挙げられます。

かつての大店法廃止の際には、いくつかの商店街連合組織が立ち上がり、新たな共同販促事業

や地域事業を始めています。施策等の影響が明らかに商店街の景況悪化を招きかねないという

際に、一致団結する方向に調整され、新たな取組が生まれる可能性があります。 
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歴史的に言えば、2000 年頃の商店街全体の景況悪化の頃に、今もなお継続している全国的な

事業が生まれていますが、こういった事業も、避け切れない政治情勢や地方経済の嘆きや、何

とも言えない情勢への「怒」が事業推進のエネルギーに変わって形に繋がったものと考えます。 

③哀：回避したい目の前の現実 

昨今の社会情勢から浮き出てきた、辛い現実から解放するための想いがストーリーとなり、

一つの事業を作り上げることが考えられます。「毎日子育てで忙しいお母さん達」を見た店主が、

「母の日に日々の感謝をお母さんに伝え、お母さんも食事や育児から解放されて自分の時間が

作れるようになれたら」というストーリーで「母の日イベント」を作った事例は「哀」が発端

となっています。下記の図表は当該例を基に、各構成要素に補足を入れています。 

近年はこのケースからの事業構想が多いです。例えば子供食堂も、「目に見えにくい貧困」

という「哀」を払拭するために行われる側面があります。また、障害者の方々の製品の即売会

や販売拠点の立地も、「障害者就労の方々が制作する製品の付加価値が十分に認められていな

い」という回避したい現実を基にして発生したものであると考えます。 

④楽：今の魅力を持続的にする取組 

今の街が魅力的であり、かつこの魅力が持続的に行われるように、という想いで実現される

ものです。将来の想いや夢を構想していく取組です。「〇〇コレから会議」等、地域に在住、在

勤する人達が、今は明確に困っていることが原因ではなく、「もっと便利にしたい、魅力的にし

たい」といった視点から地域のこれからを共に考え合い、より便利に、住みやすくする街に向

けた想いの発信から新たな事業が連続的に生まれることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７―２ ３要素の支えとなる事業構想の要素 
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(3)信頼は苦難への責任と継続性から担保される 

 上記図表にある事業構想の４要素により受けた情熱の伝播により、関係組織の合意形成や加盟

店の理解を得て事業が実施されます。そしてその結果として街の新たな魅力的価値が高まり、商

店街等へのイメージ向上が図られます。 

この情熱に加えてもう一点大事な要素が、「信頼」です。新たな事業を企画することが一度成功

することは比較的容易です。しかし同事業を継続して３回、５回、そして 10 回、50 回と続けて

いくことは、この信頼が積み重なっていなければ実現されません。この信頼は継続して事業を行

っていく中での関係者調整、トラブル対応、推進力を継続的に実施していくことによって、結果

として得られていくもので、客観的には見えづらいが、関係者間においては周知の事実であり、

地域内において太く保たれている関係性です。 

この見えづらい信頼を意識せずに関係者間調整を行うと必ず問題が生じます。エリアマネジメ

ントの担い手は、多方面からのヒアリングを経ることで、この見えにくい「信頼」がどこに寄せ

られているかを把握し、その「信頼」の価値を重んじながら、全関係者のプレゼンスが最大化で

きる方法を検討する必要があります。 

(4)事業構想は組織構造と人的資源管理の変化を経て実現する 

①組織文化のみからの商店街等変革が困難な理由 

コロナ禍で打ち出された商店街の補助施策は、公募開始からすぐ事業を実施するように求め

られたものもあり、本来必要なこのプロセスが欠落してしまっているものもありました。 

組織文化のみを直接的に変革するということは、例えば直接的に綺麗なイメージを、綺麗な

言葉と制作物のみによって作り上げ、そこに現場の想いや合意形成を込めないようなものです。

制作物自体を作ることそのものは誰だってできてしまいます。しかし重要なのは、組織構造た

る地域の商店街等の組織的意思決定を踏まえ、かつ人的資源たる新たな担い手や関係店舗の意

見を多く交わしていくことそのものなのです。事業を作ること自体が目的になってしまえば、

結果として真の組織文化の変革には繋がらず、商店街等の持続的成長には繋がりません。 

例えば「商店街のイメージを良くしたいからイメージ動画やＭＡＰをつくろう」という構想

があったとします。この時にすべて制作を外注し、一見綺麗なものを仕上げてしまっても、決

してうまくはいきません。これは、直接組織文化のみを変えようと急いだ結果であるが、結果

として人々の共感を得るものではなく、制作者目線のみでのプロダクトになってしまいます。 

②組織構造と人的資源管理面を常に意識して事業を作る 

上記の課題を解消するためには、必ず、組織構造面と人的資源管理面を経る必要があります。

組織構造面では、商店街等の意思決定や議論を経ることで、関係者の実情を踏まえた地域内に

とっての意義、目的があることが肝心です。また、人的資源管理面では、想いやそれを支える

人たちの顔、様子を踏まえながら加盟店の生の声を取り込むことで、多数の人々に共感を得ら
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れる内容にしていくことが重要です。その結果の成果物が少し素人のように見えたとしても、

それは商店街等の事業者のチャレンジの結果であり、むしろ生の姿であり愛着に繋がる可能性

もあります。結果として模倣されない独自性にも繋がる可能性があります。 

表面的な事業づくりは誰でも出来てしまいます。しかし事業づくりで最も大切なのは、組織

内において、多数の意見を踏まえて意思決定していくというプロセスであり、かつそれらが地

域内人材の直接的な声が聞こえ、形に見えているものであり、構成員自体の確実な満足に繋が

ることです。 

エリアマネジメントの担い手は、自ら手を加えざるを得ない場面があることは知りながら

も、関係事業者自身が手を動かすこと自体の可能性を思い出させ、その「想いの蓋」を解放し

た中にある店主達の願いを形にしていくことが必要です。このような想いは、情熱と信頼を帯

びやすく、結果として多くの地域住民等に支持される事業づくりに繋がると考えます。 
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おわりに 

私たちは、地域社会の持続可能な発展を願い活動する中小企業診断士のグループです。エリア 

マネジメント研究会を主宰しています。咋今のコロナ禍から生活様式の変容が迫られ､国際社会に

対しては､2050 年カーボンニュートラル､脱炭素社会の実現を目指すことを日本政府は宣言しま

した。街づくりに求められる価値観は､今後 変革が求められると考えます。本調査研究事業では､

予期される地域社会のニーズを捉え､「環境共生」「IT の革新」「地域創生」「観光地経営」を

テーマに、事業支援をすすめていく支援モデルを考察しました。同時に､持続可能な街づくりにと

って重要となる要件は、エリアマネジメントを推進する人材であり、その組織づくりと資金管理

であると考えます。それぞれについて、そのあり方を考察しました。持続可能な街づくりには、

地域で活動するコミュニティビジネスの創出とその支援が重要と考え､そして、行政をはじめ、地

域の課題を解決する地域関係機関の連携が肝要と考えます。私たちエリリアマネジメント研究会

は､今後も地域社会のニーズに応え、持続可能な街づくりに貢献すべく支援していきたいと考えま

す。本件、調査研究の機会を与えていただいた一般社団法人 中小企業診断協会様をはじめ、 

ヒアリング等､情報提供にご協力をいただいた皆様へ､深く感謝申し上げます。 

ありがとうござました。                         編集人 堀内仁 
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